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1－1 計画の目的 

 

本町では、平成 25 年度に平成 26 年度から平成 35 年度までの「波佐見町公営

住宅長寿命化計画」を策定し、平成 30 年度で前期計画期間の最終年を迎えてい

る。また、平成 28 年度に「波佐見町公共施設等総合管理計画」が策定され、公

共施設等の維持管理の方向性が示された。 

そこで、公営住宅管理に関する上位関連計画との整合、前期計画の公営住宅施

策の実施状況等を踏まえ、後期 5 年間の公営住宅長寿命化計画の見直しを行うこ

ととなった。 

本計画は、財政状況を踏まえた効率的かつ円滑な更新を実現するために、改善

や修繕、建替え等の具体的な活用策を再度検討し、ストックの長寿命化及びライ

フサイクルコストの縮減に繋げるとともに、事業費の平準化を図ることで実施が

可能な計画を策定することを目的とする。 

 

 

1－2 計画策定の流れ 

 

  本計画は、「公営住宅等長寿命化計画策定指針 改定（国土交通省住宅局・平成

28 年 8 月）」に基づき行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

公営住宅等長寿命化計画策定指針 改定（国土交通省住宅局・平成 28 年 8 月）より 

１．計画の目的と方針 
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1－3 計画の位置づけ 

 

本計画は、「長崎県住生活基本計画」及び「第 5 次波佐見町総合計画」を受け、

長崎県の整備水準や波佐見町のまちづくり理念に沿いながら、都市政策や防災政

策、福祉政策、環境政策などと連携して公営住宅に関する施策を推進するものと

位置づける。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1－4 計画の期間 

 

  本計画は、2014 年度～2023 年度の 10 年間を計画期間としている。前期実績

等を踏まえ、後期計画の見直しを行う。 

 

 

 

 

 

目標年次 2023 年度 

計画期間 前期－2014 年度から 2018 年度 

     後期－2019 年度から 2023 年度 

計画の位置づけイメージ 

波佐見町 

公営住宅長寿命化計画 

2014（平成 26 年度）～2023 

― 長崎県 ― 

長崎県住生活基本計画 

公営住宅等ストック総合改善事業 

波佐見町都市計画マスタープラン

― 国 ― 

住生活基本計画

波佐見町高齢者福祉計画及び 

第 7 期介護保険事業計画

波佐見町まち・ひと・しごと創生

総合戦略 波佐見町人口ビジョン

第 5 次波佐見町総合計画 

波佐見町公共施設等総合管理計画

第 10 次波佐見町基本計画 
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2－1 人口・世帯数等 

 

(1) 町の概要 

波佐見町は、長崎県のほぼ中央、東彼杵

郡の北部に位置し、西は佐世保市、南は川

棚町、東は佐賀県武雄市、嬉野市に、北は

佐賀県有田町に接している。長崎県内でも

海に面していない唯一の町である。 

また、400 年の伝統をもつ全国屈指の

「やきものの町」として栄え、全国の一般

家庭で使われている日用食器の約 17％は

本町で生産されている。 

 

 

(2) 人口・世帯数 

本町の人口は年々減少しており、平成 27 年の国勢調査では 14,891 人となって

いる。逆に世帯数は増加しており、4,957 世帯となっている。そのため、世帯当

たり人員は少なくなっており、平成 27 年では、1 世帯当たり 3.00 人となってい

る。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－人口・世帯数の推移 

資料：国勢調査 

２．波佐見町の概要 
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(3) 年齢別人口 

年齢 3 区分別人口比の推移をみると、65 歳以上人口比の割合が年々増加し平

成 12 年に 15 歳未満人口比を上回り、平成 27 年には 28.7％と少子高齢化が進行

している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－年齢 3 区分別人口比の推移 

資料：国勢調査 

 

平成 27 年の男女別の年齢別人口構成をみると、団塊世代の山は大きいが、団

塊ジュニア世代の山は低い。今後、団塊世代の高齢化が進行する一方、若年世代

は少ないため、自然的に人口が増加する傾向はみられない。 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－平成 27 年男女別年齢別人口構成 

資料：Ｈ27 国勢調査 
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2－2 住宅事情 

 

(1) 住宅着工数 

本町の新設住宅着工数は、年平均 75 戸であるが、年ごとの変動が大きく、平

成 20 年度と平成 27 年度では、5.5 倍の開きがある。 

所有関係別の年平均着工数をみると、「賃家」が最も多く 6 割弱を占め、「持ち

家」が 4 割となっている。「給与住宅※ 1」は 10 年間で 3 戸のみ、「分譲住宅」は

17 戸の建設である。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表・図－住宅着工戸数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：建築着工統計調査 住宅着工統計 

 

※1「給与住宅」勤務先の会社・官公庁・団体などの所有する住宅。 
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H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 平均

（年度）

（戸）

持ち家 賃家 給与住宅 分譲住宅

127

102

75

96

7585

95

72

23

35

48

平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

持 ち 家 30 26 25 40 33 25 36 20 29 40

貸　　家 94 75 50 54 52 70 32 1 6 0

給与住宅 0 0 0 1 0 0 1 0 0 1

分譲住宅 3 1 0 1 0 0 3 2 0 7

合　　計 127 102 75 96 85 95 72 23 35 48

持 ち 家 4,217 3,611 3,281 4,927 3,910 3,075 4,357 2,605 3,570 5,276

貸　　家 4,603 3,811 2,375 2,695 2,844 3,594 1,571 120 312 0

給与住宅 0 0 0 416 0 0 669 0 0 240

分譲住宅 419 121 0 118 0 0 295 201 0 744

合　　計 9,239 7,543 5,656 8,156 6,754 6,669 6,892 2,926 3,882 6,260

持 ち 家 140.6 138.9 131.2 123.2 118.5 123.0 121.0 130.3 123.1 131.9

貸　　家 49.0 50.8 47.5 49.9 54.7 51.3 49.1 120.0 52.0 0.0

給与住宅 0.0 0.0 0.0 416.0 0.0 0.0 669.0 0.0 0.0 240.0

分譲住宅 139.7 121.0 0.0 118.0 0.0 0.0 98.3 100.5 0.0 106.3

合　　計 72.7 74.0 75.4 85.0 79.5 70.2 95.7 127.2 110.9 130.4

波
佐
見
町

戸数
（戸）

床面積
（㎡）

戸当り
床面積

（㎡/戸）
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(2) 住宅所有関係別世帯の割合 

平成 27 年の主世帯における住宅所有関係別世帯の割合をみると、「持ち家」の

割合が最も多く 7 割半ばを占め、「民営の借家」と「公営等の借家」で 2 割強で

ある。平成 2 年からの推移では、「民営の借家」は増加傾向、「持ち家」は減少傾

向、「公営等の借家」と「給与住宅」はほぼ横ばいである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－主世帯における住宅所有関係別世帯の割合の推移 

資料：国勢調査 

 

住宅所有関係別の割合を、長崎県と比較すると、「持ち家」は本町の方が多く、

「公営等の借家」、「民営の借家」と「給与住宅」は長崎県の方が多い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-波佐見町と長崎県の住宅所有関係別世帯の割合の比較 

資料：Ｈ27 国勢調査 
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(3) 住宅の規模 

本町の１住宅当たりの床面積は、「持ち家」が最も広く 164.26 ㎡、次いで「民

営借家」の 92.73 ㎡、「給与住宅」の 85.90 ㎡、「公営の借家」の 38.40 ㎡となっ

ている。 

延べ面積を長崎県と比較すると、本町は「公営の借家」以外の住宅において長

崎県より広い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－平成 25 年波佐見町と長崎県の住宅の規模の比較 

資料：Ｈ25 住宅・土地統計調査 

 

※公団・公社の借家の平成 25 年データは「-」で、「-」は調査又は集計したが該当数

字がないもの、又は数字が得られないものを示す。 
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長崎県

総世帯数
最低居住面積

水準未満
世帯数

最低居住面積
水準未満
世帯率

最低居住面積
水準未満
世帯率

4,080 20 0.5% 0.8%

公営等の借家 110 - - 6.5%

民営借家 450 60 13.3% 18.2%

給与住宅 50 - - 9.1%

4,690 80 1.7% 5.7%

持ち家

合計

借家

波佐見町

長崎県

総世帯数
誘導居住面積

水準未満
世帯数

誘導居住面積
水準未満
世帯率

誘導居住面積
水準未満
世帯率

4,080 820 20.1% 24.1%

公営等の借家 110 110 100.0% 56.1%

民営借家 450 210 46.7% 71.4%

給与住宅 50 20 40.0% 51.5%

4,690 1,160 24.7% 38.6%

借家

合計

波佐見町

持ち家

(4) 最低居住面積水準※ 1 

平成 25 年の最低居住面積水準未満世帯数は、全体で 80 世帯、1.7％で、残り

98.3％が最低居住面積水準をクリアーしている。長崎県と比較しても 4 ポイント

良い結果となっている。 

最低居住面積水準未満世帯の内訳は、「持ち家」に 20 世帯、「民営借家」に 60

世帯となっている。 

表－波佐見町と長崎県の最低居住面積水準 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：H25 住宅・土地統計調査 

(5) 誘導居住面積水準※ 2 

平成 25 年の誘導居住面積水準未満世帯数は、全体で 1,160 世帯、24.7％で、

長崎県より 13.9 ポイント良い結果となっている。 

「持ち家」が 2 割に対し、「公営等の借家」は全て、「民営借家」と「給与住宅」

は 4 割以上が誘導居住面積水準をクリアーできていない世帯がある。 

表－波佐見町と長崎県の誘導居住面積水準 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：H25 住宅・土地統計調査 

 

※1「最低居住面積水準」 
長崎県住生活基本計画定められた、世帯人数に応じて健康で文化的な住生活を営
む基礎として必要不可欠な住宅の面積に関する水準。 

※2「誘導居住面積水準」 
長崎県住生活基本計画で定められた、世帯人数に応じて豊かな住生活の実現の前
提として、多様なライフスタイルに対応するために必要と考えられる住宅の面積
に関する水準。 
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(6) 長崎県、近隣市町、県内類似市町の公営住宅の世帯数比率 

市町が管理する公営住宅の世帯数比率について近隣市町と比較すると、本町は

6.3％と、最も高い比率となっており、長崎県より 1.9 ポイント高い。 

本町と人口・世帯数が類似している県内市町で見ても、佐々町についで高い比

率となっている。 

 

表－長崎県、近隣市町の公営住宅等の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：人口・世帯数は H27 国勢調査、公営住宅数は長崎県住宅課資料Ｈ30.3.31 現在 

 

表－県内類似市町の公営住宅等の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：人口・世帯数は H27 国勢調査、公営住宅数は長崎県住宅課資料Ｈ30.3.31 現在 

 

 

※長崎県の公営住宅等の管理戸数には県営住宅は含んでいない。（市町村管理の公営

住宅等の管理戸数） 

 

 

 

 

 

 

人口
（人）

世帯
（世帯）

公営住宅
管理戸数
（戸数）

公営住宅の
世帯数比率

（％）

公営住宅等
管理戸数
（戸数）

公営住宅等の
世帯数比率

（％）

波佐見町 14,891 4,957 314 6.3 314 6.3

川棚町 14,067 5,103 311 6.1 326 6.4

東彼杵町 8,298 2,744 134 4.9 185 6.7

255,439 105,011 5,050 4.8 5,478 5.2

1,377,187 560,720 24,562 4.4 27,667 4.9

東
彼
杵
郡

自治
体名

佐世保市

長崎県※

自治
体名

人口
（人）

世帯
（世帯）

公営住宅
管理戸数
（戸数）

公営住宅の
世帯数比率

（％）

公営住宅等
管理戸数
（戸数）

公営住宅等の
世帯数比率

（％）

佐々町 13,626 5,102 551 10.8 568 11.1

川棚町 14,067 5,103 311 6.1 326 6.4

波佐見町 14,891 4,957 314 6.3 314 6.3

新上五島町 19,718 8,996 346 3.8 351 3.9
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2－3 収入階層別世帯数 

 

平成 25 年の世帯年収と住宅所有の関係をみると、「持ち家」の収入階層 25％

累計は 200～300 万円、50％累計は 300～400 万円、「公営等の借家」は 50％累

計が 200 万円未満、「民営借家」は 25％累計が 200～300 万円、50％累計が 300

～400 万円、「給与住宅」は 50％累計が 200～300 万円となっている。下のグラ

フからも、「持ち家」が最も年収が高く、「公営等の借家」が最も年収が低いこと

がわかる。また、「民営借家」にも 200 万円未満世帯が 40 世帯居住している。 

総数を長崎県と比較すると、50％累計は共に 300～400 万円であるが、25％累

計では長崎県は 200 万円未満に対し、本町は 200～300 万円と収入が多い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表・図－波佐見町と長崎県の収入階層別世帯数と割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：H25 住宅・土地 

統計調査 

0%

25%

50%

75%

100%

持ち家 公営等の借家 民営借家 給与住宅 波佐見町総数 長崎県総数

1,000万以上

700～1,000

500～700

400～500

300～400

200～300

200万未満

持ち家
公営等の

借家
民営借家 給与住宅 総数

200万未満 710 80 40 20 850 140,700

（構成比） 17.8 100.0 9.5 33.3 18.7 28.4

200～300 780 - 110 20 910 105000

（構成比） 19.6 - 26.2 33.3 20.0 21.2

300～400 830 - 160 - 990 77000

（構成比） 20.9 - 38.1 - 21.8 15.5

400～500 410 - 90 - 500 57200

（構成比） 10.3 - 21.4 - 11.0 11.5

500～700 760 - 20 20 800 64400

（構成比） 19.1 - 4.8 33.3 17.6 13.0

700～1,000 330 - - - 330 35200

（構成比） 8.3 - - - 7.3 7.1

1,000万以上 160 - - - 160 16400

（構成比） 4.0 - - - 3.5 3.3

総数 3,980 80 420 60 4,540 495,900

（構成比） 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

波佐見町
長崎県

（総数）
収入
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3－１ 公営住宅ストックの概要 

 

本町の公営住宅ストックは、2018 年（H30）12 月現在、10 団地 53 棟 314 戸

である。 

表－団地一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2018 年（H30）12 月現在 

３．公営住宅の概要 

棟数

計 (和暦) (西暦)

2 2DK 59.50

4 3DK 74.40

2 2DK 58.20

4 3DK 73.00

2 16 低耐 2 H18 2006 2LDK 58.70

1 8 低耐 2 H18 2006 3LDK 74.30

2 16 低耐 2 H19 2007 3DK 73.50

1 8 低耐 2 H20 2008 2DK 57.30

1 12 低耐 2 H21 2009 2LDK 57.30

1 8 低耐 2 H23 2011 2DK 51.90

1 8 低耐 2 H25 2013 2DK 52.10

1 10 低耐 2 H25 2013 1DK 38.54

1 8 低耐 2 H25 2013 3DK 65.30

1 8 低耐 2 H25 2013 2DK 52.10

1 12 中耐 3 H27 2015 3DK 71.20

1 16 中耐 3 H27 2015 2DK 57.60

2 10 簡平 1 S44 1969 2K 32.90

5 20 簡平 1 S45 1970 2K 32.90

4 14 簡平 1 S46 1971 3K 37.50

1 2 簡平 1 S46 1971 2K 32.90

5. 中尾団地 2 8 8 簡平 1 S47 1972 2K 33.10 2,020.17

6. 長野団地 2 8 8 簡平 1 S47 1972 3K 37.30 1,940.11

7. 永尾団地 2 10 10 簡平 1 S48 1973 2K 36.60 1,726.07

8. 皿山南団地 2 10 10 簡平 1 S49 1974 3K 41.60 1,687.64

4 20 簡二 2 S54 1979 3DK 60.70

4 20 簡二 2 S55 1980 3DK 60.70

4 20 簡二 2 S59 1984 3DK 63.70

1 5 簡二 2 S60 1985 3DK 63.70

2 10 簡二 2 S60 1985 3DK 66.70

1 5 簡二 2 S62 1987 3DK 66.70

2 10 簡二 2 S62 1987 3DK 63.70

合　計 53 48,879.79

50

1998

建設
年度

15,118.00

314

3. 鹿山団地

開発面積
9,808.12
敷地面積
8,603.71

70

4. 小石原団地 46 5,761.42

9. 江良山団地 40 8,135.50

管理

構造

10. 協和団地

団地名 階数 間取り

2,264.88

2. 山崎団地 60 10,226.00

床面積
(㎡)

敷地面積
(㎡)

戸数

1. 折敷瀬団地 1 12 低耐 2 H10
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0 500 1000

1:40,000
1500 2000

西九州自動車道

(主)佐世保嬉野線

(主
)川

棚
有
田
線

波佐見町公営住宅位置図

合  計    314戸

 46戸

 60戸

70戸

12戸

公 営 住 宅

3

2

1

4

  8戸5

  8戸6

折敷瀬団地

山崎団地

鹿山団地

中尾団地

長野団地

小石原団地

着色凡例

 2．山崎団地 ・・・耐火構造

 9．江良山団地 ・・・簡易耐火構造

 10戸7 永尾団地

 10戸8 皿山南団地

 40戸9 江良山団地

 50戸10 協和団地

(主
)川

棚
有
田
線

(主)佐世保嬉野線

県道 塩田波佐見線

県道 波佐見山内線

県
道
 平

瀬
佐
世
保
線

 1．折敷瀬団地

 2．山崎団地

 9．江良山団地

波佐見町役場

 4．小石原団地

 5．中尾団地

 6．長野団地

 7．永尾団地

 8．皿山南団地

 10．協和団地

 3．鹿山団地

県
道
 稗

木
場

有
田

線
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3－2 団地別・住棟別の状況 

 

 

(1) 団 地 カ ル テ 
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所在地

用途地域

敷地面積
（㎡）

その他の
地域地区

規制

住棟番号 建築年度 構造 階数 住戸ﾀｲﾌﾟ
戸当床面
積（㎡）

戸数
（戸）

延床面積
（㎡）

2DK 59.50 2

3DK 74.40 4

2DK 58.20 2

3DK 73.00 4

合計 ー ー ー ー ー 12 875.76

H19年度 下水道接続工事

100.0

入居人数（人）

2

875.76 容積率（％）

団地名 1. 折敷瀬団地

敷
地
概
要

波佐見町折敷瀬郷369番地

都市計画区域　用途地域なし

2,264.88
法定建ぺい率（％）

／容積率（％）
70/200

環境改善履歴

H10年度 建替工事
H22年度 北側屋根改修工事
H23年度 南側屋根改修工事

収入超過世帯数（世帯）

38.67%

住戸改善履歴

土砂災害警戒区域
（急傾斜地崩壊）

接道（ｍ） 4.0

建
物
現
況

建築面積（㎡） 522.28 建ぺい率（％） 23.06%

延床面積（㎡）

ー H10 低耐

28 平均世帯人数（人） 2.33

875.76

1 空家戸数（戸） 0

高齢者世帯数（世帯） 2 （うち政策空家戸数） 0

入
居
状
況

入居戸数（戸） 12 入居率（％）
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配置図

集会所 児童遊園 駐車場 自転車置場 消火栓 防火水槽 給水 ガス

○ ○ ○ × ○ ○ 直送 LP

排水 し尿処理 ゴミ置場 ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ

公共下水 公共下水 周辺 ×

現地写真

低層耐火構造二階建（1階玄関側） 低層耐火構造二階建（2階玄関側）

団地名 1. 折敷瀬団地

施
設
現
況
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所在地

用途地域

敷地面積
（㎡）

その他の
地域地区

規制

住棟番号 建築年度 構造 階数 住戸ﾀｲﾌﾟ
戸当床面
積（㎡）

戸数
（戸）

延床面積
（㎡）

A棟 H18 低耐 2 2LDK 58.70 8 479.92

B棟 H18 低耐 2 2LDK 58.70 8 479.92

C棟 H21 低耐 2 2LDK 57.30 12 696.02

D棟 H20 低耐 2 2DK 57.30 8 464.01

E棟 H19 低耐 2 3DK 73.50 8 594.33

F棟 H19 低耐 2 3DK 73.50 8 594.33

G棟 H18 低耐 2 3LDK 74.30 8 600.29

合計 ー ー ー ー ー 60 3,908.81

入
居
状
況

入居戸数（戸） 60 入居率（％） 100.0

入居人数（人） 148 平均世帯人数（人） 2.47

収入超過世帯数（世帯） 5 空家戸数（戸） 0

高齢者世帯数（世帯） 14 （うち政策空家戸数） 0

H18年度 建替工事（A、B、G棟）
H19年度 建替工事（E、F棟）
H20年度 建替工事（D棟）
H21年度 建替工事（C棟）
H22年度 庇防水工事（E、F棟）

H17年度 建替工事（土留工事）
H18年度 周辺整備工事
　　　　有線放送（団地内経由）工事
H21年度 流末水路整備工事
　　　　周辺整備工事
H28年度 消防用設備改修（G棟）

建
物
現
況

建築面積（㎡） 2,284.48 建ぺい率（％） 22.34%

延床面積（㎡） 3,908.81 容積率（％） 38.22%

住戸改善履歴 環境改善履歴

団地名 2. 山崎団地

敷
地
概
要

波佐見町折敷瀬郷1880番地2

都市計画区域　用途地域なし

10,226.00
法定建ぺい率（％）

／容積率（％）
70/200

ー 接道（ｍ）
7.5

6.0+1.5（片歩道）
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配置図

集会所 児童遊園 駐車場 自転車置場 消火栓 防火水槽 給水 ガス

○ ○ ○ ○ ○ × 直送 LP

排水 し尿処理 ゴミ置場 ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ

公共下水 公共下水 ○ ×

現地写真

低層耐火構造二階建（ベランダ側）低層耐火構造二階建（玄関側）

団地名 2. 山崎団地

施
設
現
況
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所在地

用途地域

敷地面積
（㎡）

その他の
地域地区

規制

住棟番号 建築年度 構造 階数 住戸ﾀｲﾌﾟ
戸当床面
積（㎡）

戸数
（戸）

延床面積
（㎡）

A棟 H27 中耐 3 3DK 71.20 12 913.42

B棟 H27 中耐 3 2DK 57.60 16 1,013.80

C棟 H25 低耐 2 2DK 52.10 8 477.90

D棟 H25 低耐 2 1DK 38.50 10 389.90

E棟 H25 低耐 2 3DK 65.30 8 604.26

F棟 H25 低耐 2 2DK 52.10 8 480.84

G棟 H23 低耐 2 2DK 51.90 8 477.99

合計 ー ー ー ー ー 70 4,358.11

団地名 3. 鹿山団地

敷
地
概
要

波佐見町宿郷760番地

都市計画区域　用途地域なし

開発面積：9,808.12
敷地面積：8,603.71

法定建ぺい率（％）
／容積率（％）

70/200

ー 接道（ｍ）
7.5

6.0+1.5（片歩道）

建
物
現
況

建築面積（㎡） 1,656.78 建ぺい率（％） 19.26%

延床面積（㎡） 4,358.11 容積率（％） 50.65%

住戸改善履歴 環境改善履歴

H23年度 建替工事（G棟）
H24年度 建替工事（C、D棟）
H25年度 建替工事（E、F棟）
H26年度 建替工事（A、B棟建設）
　　　　解体工事（旧C、D、E、O、N棟）
H27年度 解体工事（旧I、J棟）

H25年度 建替工事（集会所）
H27年度 公園及びG棟前駐車場、道路建設
　　　　駐車場整備工事

入
居
状
況

入居戸数（戸） 70 入居率（％） 100.0

入居人数（人） 161 平均世帯人数（人） 2.30

収入超過世帯数（世帯） 4 空家戸数（戸） 0

高齢者世帯数（世帯） 24 （うち政策空家戸数） 0
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配置図

集会所 児童遊園 駐車場 自転車置場 消火栓 防火水槽 給水 ガス

○ ○ ○ ○ ○ ○ 直送 LP

排水 し尿処理 ゴミ置場 ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ

公共下水 公共下水 ○ ×

現地写真

低層耐火構造二階建（F棟）中層耐火構造三階建（A棟）

施
設
現
況

団地名 3. 鹿山団地

21



所在地

用途地域

敷地面積
（㎡）

その他の
地域地区

規制

住棟番号 建築年度 構造 階数 住戸ﾀｲﾌﾟ
戸当床面
積（㎡）

戸数
（戸）

延床面積
（㎡）

A棟 S46 簡平 1 3K 37.50 2 75.00

B棟 S46 簡平 1 3K 37.50 4 150.00

C棟 S46 簡平 1 3K 37.50 4 150.00

D棟 S46 簡平 1 3K 37.50 4 150.00

E棟 S46 簡平 1 2K 32.90 2 65.80

F棟 S45 簡平 1 2K 32.90 3 98.70

G棟 S45 簡平 1 2K 32.90 5 164.50

H棟 S45 簡平 1 2K 32.90 3 98.70

I棟 S45 簡平 1 2K 32.90 5 164.50

J棟 S45 簡平 1 2K 32.90 4 131.60

K棟 S44 簡平 1 2K 32.90 5 164.50

L棟 S44 簡平 1 2K 32.90 5 164.50

合計 ー ー ー ー ー 46 1,577.80

入
居
状
況

入居戸数（戸） 40 入居率（％） 87.0

入居人数（人） 70 平均世帯人数（人） 1.75

収入超過世帯数（世帯） 6 空家戸数（戸） 6

高齢者世帯数（世帯） 20 （うち政策空家戸数） 6

ー －

建
物
現
況

建築面積（㎡） 1,577.80 建ぺい率（％） 27.39%

延床面積（㎡） 1,577.80 容積率（％） 27.39%

住戸改善履歴 環境改善履歴

団地名 4. 小石原団地

敷
地
概
要

波佐見町小樽郷794番地4

都市計画区域　用途地域なし

5,761.42
法定建ぺい率（％）

／容積率（％）
70/200

全棟：土砂災害警戒区域（土石流）
D棟：土砂災害警戒区域（急傾斜地崩壊） 接道（ｍ） 5.0
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配置図

集会所 児童遊園 駐車場 自転車置場 消火栓 防火水槽 給水 ガス

○ ○ ○ × ○ × 直送 LP

排水 し尿処理 ゴミ置場 ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ

無処理排水 汲み取り ○ ×

現地写真

簡易耐火構造平屋建（A棟） 簡易耐火構造平屋建（F棟）

団地名 4. 小石原団地

施
設
現
況
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所在地

用途地域

敷地面積
（㎡）

その他の
地域地区

規制

住棟番号 建築年度 構造 階数 住戸ﾀｲﾌﾟ
戸当床面
積（㎡）

戸数
（戸）

延床面積
（㎡）

A棟 S47 簡平 1 2K 33.10 4 132.40

B棟 S47 簡平 1 2K 33.10 4 132.40

合計 ー ー ー ー ー 8 264.80

入
居
状
況

入居戸数（戸） 7 入居率（％） 87.5

入居人数（人） 11 平均世帯人数（人） 1.57

収入超過世帯数（世帯） 0 空家戸数（戸） 1

高齢者世帯数（世帯） 1 （うち政策空家戸数） 0

ー
H21年度 維持補修工事（排水路整備）
H26年度 外柵フェンス補修

建
物
現
況

建築面積（㎡） 264.80 建ぺい率（％） 13.11%

延床面積（㎡） 264.80 容積率（％） 13.11%

住戸改善履歴 環境改善履歴

団地名 5. 中尾団地

敷
地
概
要

波佐見町中尾郷779番地

都市計画区域　用途地域なし

2,020.17
法定建ぺい率（％）

／容積率（％）
70/200

ー 接道（ｍ） 3.0
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配置図

集会所 児童遊園 駐車場 自転車置場 消火栓 防火水槽 給水 ガス

× ○ ○ × ○ ○ 直送 LP

排水 し尿処理 ゴミ置場 ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ

無処理排水 汲み取り ○ ×

現地写真

簡易耐火構造平屋建（玄関側） 簡易耐火構造平屋建（庭側）

団地名 5. 中尾団地

施
設
現
況

25



所在地

用途地域

敷地面積
（㎡）

その他の
地域地区

規制

住棟番号 建築年度 構造 階数 住戸ﾀｲﾌﾟ
戸当床面
積（㎡）

戸数
（戸）

延床面積
（㎡）

A棟 S47 簡平 1 3K 37.30 4 149.20

B棟 S47 簡平 1 3K 37.30 4 149.20

合計 ー ー ー ー ー 8 298.40

入
居
状
況

入居戸数（戸） 8 入居率（％） 100.0

入居人数（人） 17 平均世帯人数（人） 2.13

収入超過世帯数（世帯） 0 空家戸数（戸） 0

高齢者世帯数（世帯） 4 （うち政策空家戸数） 0

H23年度 浴槽取替工事（A、B棟）
H29年度 屋根修繕（A、B棟）

H27年度 フェンス改修工事
H29年度 手摺取付工事（A、B棟）
　　　　［トイレ・浴室］

建
物
現
況

建築面積（㎡） 298.40 建ぺい率（％） 15.38%

延床面積（㎡） 298.40 容積率（％） 15.38%

住戸改善履歴 環境改善履歴

団地名 6. 長野団地

敷
地
概
要

波佐見町長野郷567番地

都市計画区域　用途地域なし

1,940.11
法定建ぺい率（％）

／容積率（％）
70/200

ー 接道（ｍ） 4.0
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配置図

集会所 児童遊園 駐車場 自転車置場 消火栓 防火水槽 給水 ガス

○ × ○ × ○ × 直送 LP

排水 し尿処理 ゴミ置場 ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ

無処理排水 汲み取り ○ ×

現地写真

簡易耐火構造平屋建（玄関側） 簡易耐火構造平屋建（庭側）

団地名 6. 長野団地

施
設
現
況
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所在地

用途地域

敷地面積
（㎡）

その他の
地域地区

規制

住棟番号 建築年度 構造 階数 住戸ﾀｲﾌﾟ
戸当床面
積（㎡）

戸数
（戸）

延床面積
（㎡）

A棟 S48 簡平 1 2K 36.60 5 183.00

B棟 S48 簡平 1 2K 36.60 5 183.00

合計 ー ー ー ー ー 10 366.00

（うち政策空家戸数） 1

環境改善履歴

入
居
状
況

入居戸数（戸） 9 入居率（％） 90.0

入居人数（人） 17 平均世帯人数（人） 1.89

収入超過世帯数（世帯） 2 空家戸数（戸） 1

高齢者世帯数（世帯） 4

H13年度 屋根改修工事
H24年度 浴室換気扇取付工事（A、B棟）

H17年度 仕切りフェンス取り付け工事
H21年度 シロアリ防除工事
H23年度 外柵改修工事
H29年度 手摺取付工事（A、B棟）
　　　　［トイレ・浴室］

ー 接道（ｍ） 4.5

建
物
現
況

建築面積（㎡） 366.00 建ぺい率（％） 21.20%

延床面積（㎡） 366.00 容積率（％） 21.20%

住戸改善履歴

団地名 7. 永尾団地

敷
地
概
要

波佐見町永尾郷2179番地

都市計画区域　用途地域なし

1,726.07
法定建ぺい率（％）

／容積率（％）
70/200
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配置図

集会所 児童遊園 駐車場 自転車置場 消火栓 防火水槽 給水 ガス

○ × ○ × ○ ○ 直送 LP

排水 し尿処理 ゴミ置場 ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ

無処理排水 汲み取り ○ ×

現地写真

簡易耐火構造平屋建（玄関側） 簡易耐火構造平屋建（庭側）

団地名 7. 永尾団地

施
設
現
況
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所在地

用途地域

敷地面積
（㎡）

その他の
地域地区

規制

住棟番号 建築年度 構造 階数 住戸ﾀｲﾌﾟ
戸当床面
積（㎡）

戸数
（戸）

延床面積
（㎡）

A棟 S49 簡平 1 3K 41.60 5 208.00

B棟 S49 簡平 1 3K 41.60 5 208.00

合計 ー ー ー ー ー 10 416.00

入
居
状
況

入居戸数（戸） 10 入居率（％） 100.0

入居人数（人） 16 平均世帯人数（人） 1.60

収入超過世帯数（世帯） 0 空家戸数（戸） 0

高齢者世帯数（世帯） 4 （うち政策空家戸数） 0

H21年度 外壁断熱工事

S48年度 配水管拡張工事
H25年度 防犯灯設置工事
H27年度 フェンス設置工事（A、B棟）
H29年度 手摺取付工事［トイレ・浴室］
　　　   階段手摺取付［屋外の階段手摺］

建
物
現
況

建築面積（㎡） 416.00 建ぺい率（％） 24.65%

延床面積（㎡） 416.00 容積率（％） 24.65%

住戸改善履歴 環境改善履歴

団地名 8. 皿山南団地

敷
地
概
要

波佐見町皿山郷104番地

都市計画区域　用途地域なし

1,687.64
法定建ぺい率（％）

／容積率（％）
70/200

ー 接道（ｍ） 4.0
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配置図

集会所 児童遊園 駐車場 自転車置場 消火栓 防火水槽 給水 ガス

○ × ○ × ○ × 直送 LP

排水 し尿処理 ゴミ置場 ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ

無処理排水 汲み取り ○ ×

現地写真

簡易耐火構造平屋建（玄関側） 簡易耐火構造平屋建（庭側）

団地名 8. 皿山南団地

施
設
現
況
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所在地

用途地域

敷地面積
（㎡）

その他の
地域地区

規制

住棟番号 建築年度 構造 階数 住戸ﾀｲﾌﾟ
戸当床面
積（㎡）

戸数
（戸）

延床面積
（㎡）

A棟 S54 簡二 2 3DK 60.70 5 303.50

B棟 S54 簡二 2 3DK 60.70 5 303.50

C棟 S54 簡二 2 3DK 60.70 5 303.50

D棟 S54 簡二 2 3DK 60.70 5 303.50

E棟 S55 簡二 2 3DK 60.70 5 303.50

F棟 S55 簡二 2 3DK 60.70 5 303.50

G棟 S55 簡二 2 3DK 60.70 5 303.50

H棟 S55 簡二 2 3DK 60.70 5 303.50

合計 ー ー ー ー ー 40 2,428.00

（うち政策空家戸数） 0

環境改善履歴

入
居
状
況

入居戸数（戸） 39 入居率（％） 97.5

入居人数（人） 94 平均世帯人数（人） 2.41

収入超過世帯数（世帯） 5 空家戸数（戸） 1

高齢者世帯数（世帯） 8

H17年度 玄関屋根剥離落下修繕工事（B棟）
H19年度 屋根防水改修工事（A、E棟）、外壁改修工事
H20年度 風呂場塗替補修工事
　　　　屋根防水改修工事（B、C、D、Ｆ、G棟）
　　　　シロアリ駆除補修工事
H25年度 ガス配管工事（C棟）
H27年度 屋上防水補修工事（A棟）、外壁補修工事（A棟）
H28年度 改修工事（浴槽、トイレの手すり工事及び
　　　　　　　　床の防水、段差解消すべりどめタイルの張替え）

H19年度 水洗化工事
H21年度 集会所屋根防水改修工事、場内整備工事
H22年度 駐車場整備工事
H25年度 すべり台補修工事
　　　  （共用）倉庫設置工事
H27年度 遊具設置工事、フェンス改修工事
H28年度 公園ブランコ修繕
H29年度 フェンス設置工事、フェンス等撤去工事
H30年度 フェンス設置工事

ー 接道（ｍ） 6.0

建
物
現
況

建築面積（㎡） 1,214.00 建ぺい率（％） 14.92%

延床面積（㎡） 2,428.00 容積率（％） 29.84%

住戸改善履歴

団地名 9. 江良山団地

敷
地
概
要

波佐見町折敷瀬郷1326番地

都市計画区域　用途地域なし

8,135.50
法定建ぺい率（％）

／容積率（％）
70/200
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配置図

集会所 児童遊園 駐車場 自転車置場 消火栓 防火水槽 給水 ガス

○ ○ ○ × ○ ○ 直送 LP

排水 し尿処理 ゴミ置場 ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ

公共下水 公共下水 ○ ×

現地写真

簡易耐火構造二階建（玄関側） 簡易耐火構造二階建（庭側）

団地名 9. 江良山団地

施
設
現
況
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所在地

用途地域

敷地面積
（㎡）

その他の
地域地区

規制

住棟番号 建築年度 構造 階数 住戸ﾀｲﾌﾟ
戸当床面
積（㎡）

戸数
（戸）

延床面積
（㎡）

A棟 S59 簡二 2 3DK 63.70 5 321.60

B棟 S59 簡二 2 3DK 63.70 5 321.60

C棟 S59 簡二 2 3DK 63.70 5 321.60

D棟 S59 簡二 2 3DK 63.70 5 321.60

E棟 S60 簡二 2 3DK 63.70 5 321.60

F棟 S60 簡二 2 3DK 66.70 5 336.92

G棟 S60 簡二 2 3DK 66.70 5 336.92

H棟 S62 簡二 2 3DK 66.70 5 336.92

I棟 S62 簡二 2 3DK 63.70 5 321.54

J棟 S62 簡二 2 3DK 63.70 5 321.54

合計 ー ー ー ー ー 50 3,261.79

収入超過世帯数（世帯） 9 空家戸数（戸） 0

高齢者世帯数（世帯） 7 （うち政策空家戸数） 0

入
居
状
況

入居戸数（戸） 50 入居率（％）

環境改善履歴

入居人数（人） 130 平均世帯人数（人） 2.60

100.0

H21年度 外壁補修工事
H22年度 外壁補修工事
H23年度 屋根及びバルコニー部の防水塗装工事
　　　　浴室換気扇取付工事
H28年度 改修工事（浴槽、トイレの手すり工事及び
　　　　床の防水、段差解消すべりどめタイルの張替え）
H29年度 白蟻防除（D棟、集会所）
H30年度 白蟻防除（A、E、F、G、H棟）

S60年度 集会所・幼児遊園建設工事
S62年度 取付道舗装工事、幼児遊園工事、フェンス工事
H8年度 浄化槽改修工事
H13年度 合併処理浄化槽設置工事
H20年度 シロアリ駆除補修工事
H22年度 集会所外壁補修工事
H24年度 カーブミラー設置工事、団地内LED防犯灯新設工事
　　　　抜根・伐採工事、駐車場残土敷均し
H25年度 浄化槽原水ポンプ取替工事　H26年度 舗装補修工事

住戸改善履歴

ー 接道（ｍ） 6.5

建
物
現
況

建築面積（㎡） 1,975.48 建ぺい率（％） 13.07%

延床面積（㎡） 3,261.79 容積率（％） 21.58%

団地名 10. 協和団地

敷
地
概
要

波佐見町長野郷733番地

都市計画区域　用途地域なし

15,118.00
法定建ぺい率（％）

／容積率（％）
70/200
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配置図

集会所 児童遊園 駐車場 自転車置場 消火栓 防火水槽 給水 ガス

○ ○ ○ × ○ × 直送 LP

排水 し尿処理 ゴミ置場 ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ

浄化槽 浄化槽 ○ ×

現地写真

簡易耐火構造二階建（A棟・庭側） 簡易耐火構造二階建（I棟・玄関側）

団地名 10. 協和団地

施
設
現
況
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(2)構成比 

□構造別  

構造は 4 種類で、低層耐火構造が最も多

く 4 割弱、次いで、簡易耐火構造二階建が

3 割弱、簡易耐火構造平屋建が 2 割半ば、

中層耐火構造が 1 割未満となっている。 

 

 

 

□建築年度別  

建築年度別にみると、平成 20 年代が最

も多く 3 割弱、次いで、昭和 40 年代が 2

割半ば、これに昭和 50 年代を含めた築 30

年以上の住宅が 4 割半ばを占めている。 

 

 

 

 

 

□規模別  

規模別にみると、床面積 60 ㎡台が最も

多く 3 割強、次いで、30 ㎡台、50 ㎡台、

70 ㎡台、40 ㎡台と続く。 

 

 

 

 

 

□住戸タイプ別  

住戸タイプは 1ＤＫ～3ＬＤＫまで 7 種

類と様々なタイプが存在する。3ＤＫが最

も多く 4 割強、次いで、2ＤＫ、2Ｋ、3Ｋ、

2ＬＤＫ、1ＤＫ、3ＬＤＫと続く。 

 

 

 

図－構造別  

図－建築年度別  

図－規模別  

図－住戸タイプ別  
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(3)構造別・建築年度別            

公営住宅を構造別・建築年度別

にみると、昭和 40 年代は簡易耐

火構造平屋建、昭和 50～60 年代

は簡易耐火構造二階建、平成 10

年代は低層耐火構造、平成 20 年

代には中層耐火構造が建設され、

年代によって構造が変化してい

る。 

 

 

 

(4)構造別・規模別               

公営住宅を構造別・ 規模別に

みると、簡易耐火構造平屋建は

床面積 30 ㎡～40 ㎡台と狭く、

簡易耐火構造二階建は 60 ㎡台、

低層耐火構造と中層耐火構造は

50 ㎡台が多く建設されている。 

 

 

 

 

(5)建築年度別・規模別            

公営住宅を建築年度 別・規模

別にみると、昭和 40 年代は床面

積 30 ㎡台が多く、昭和 50～60

年代は 60 ㎡台と広くなり、平成

になってからは、30 ㎡台から 70

㎡以上など多様な面積の住宅が

建設されている。 

このことより、昭和 40 年代は

量の供給、昭和 50～60 年代は質

の向上、平成になってからは単身

から フ ァ ミリ ー まで 多様 な 家 族

構成に対応できる型別供給と、年

代に よ っ て公 営 住宅 の供 給 が 変

化している。 
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図－構造別・規模別  
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(6)耐用年限経過状況 

■耐用年限1/2経過状況                          

公営住宅の耐用年限 1/2 経過状況は、目標年次の 2023 年度までに簡易耐火構

造平屋建 82 戸、簡易耐火構造二階建 90 戸、計 172 戸が経過する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

■耐用年限経過状況                            

公営住宅の耐用年限経過状況は、目標年次までに簡易耐火構造平屋建 82 戸

（26.1％）が経過する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－耐用年限 1/2 経過戸数  

図－耐用年限経過戸数  
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表－耐用年限状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(和暦) (西暦)

1. 折敷瀬団地 1 12 ー 低耐 H10 1998 70 26 2,264.88

1 8 A棟 低耐 H18 2006 70 18

1 8 B棟 低耐 H18 2006 70 18

1 12 C棟 低耐 H21 2009 70 15

1 8 D棟 低耐 H20 2008 70 16

1 8 E棟 低耐 H19 2007 70 17

1 8 F棟 低耐 H19 2007 70 17

1 8 G棟 低耐 H18 2006 70 18

1 12 A棟 中耐 H27 2015 70 9

1 16 B棟 中耐 H27 2015 70 9

1 8 C棟 低耐 H25 2013 70 11

1 10 D棟 低耐 H25 2013 70 11

1 8 E棟 低耐 H25 2013 70 11

1 8 F棟 低耐 H25 2013 70 11

1 8 G棟 低耐 H23 2011 70 13

1 2 A棟 簡平 S46 1971 30 53

1 4 B棟 簡平 S46 1971 30 53

1 4 C棟 簡平 S46 1971 30 53

1 4 D棟 簡平 S46 1971 30 53

1 2 E棟 簡平 S46 1971 30 53

1 3 F棟 簡平 S45 1970 30 54

1 5 G棟 簡平 S45 1970 30 54

1 3 H棟 簡平 S45 1970 30 54

1 5 I棟 簡平 S45 1970 30 54

1 4 J棟 簡平 S45 1970 30 54

1 5 K棟 簡平 S44 1969 30 55

1 5 L棟 簡平 S44 1969 30 55

1 4 A棟 簡平 S47 1972 30 52

1 4 B棟 簡平 S47 1972 30 52

1 4 A棟 簡平 S47 1972 30 52

1 4 B棟 簡平 S47 1972 30 52

1 5 A棟 簡平 S48 1973 30 51

1 5 B棟 簡平 S48 1973 30 51

2,020.17

2. 山崎団地

4. 小石原団地 5,761.42

2
0
1
7

建設
年度

団地名
2
0
1
8

耐用
年限

2023
年

経過
年数

経過年数（■は耐用年限経過、
               ■は耐用年限の1/2経過）

棟番号
2
0
2
3

2
0
1
4

2
0
1
5

構造

前期 後期

6. 長野団地 1,940.11

7. 永尾団地 1,726.07

10,226.00

3. 鹿山団地

開発面積
9,808.12
敷地面積
8,603.71

敷地面積
(㎡)

5. 中尾団地

棟数
管理
戸数 2

0
2
2

2
0
1
6

2
0
1
9

2
0
2
0

2
0
2
1
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表－耐用年限状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(和暦) (西暦)

1 5 A棟 簡平 S49 1974 30 50

1 5 B棟 簡平 S49 1974 30 50

1 5 A棟 簡二 S54 1979 45 45

1 5 B棟 簡二 S54 1979 45 45

1 5 C棟 簡二 S54 1979 45 45

1 5 D棟 簡二 S54 1979 45 45

1 5 E棟 簡二 S55 1980 45 44

1 5 F棟 簡二 S55 1980 45 44

1 5 G棟 簡二 S55 1980 45 44

1 5 H棟 簡二 S55 1980 45 44

1 5 A棟 簡二 S59 1984 45 40

1 5 B棟 簡二 S59 1984 45 40

1 5 C棟 簡二 S59 1984 45 40

1 5 D棟 簡二 S59 1984 45 40

1 5 E棟 簡二 S60 1985 45 39

1 5 F棟 簡二 S60 1985 45 39

1 5 G棟 簡二 S60 1985 45 39

1 5 H棟 簡二 S62 1987 45 37

1 5 I棟 簡二 S62 1987 45 37

1 5 J棟 簡二 S62 1987 45 37

(構造の種類の見方）

　簡平：簡易耐火構造平屋→耐用年限30年

　簡二：簡易耐火構造二階→耐用年限45年

　低耐：低層耐火構造→耐用年限70年

　中耐：中層耐火構造→耐用年限70年

2
0
1
7

建設
年度

団地名
2
0
1
8

耐用
年限

2023
年

経過
年数

経過年数（■は耐用年限経過、
               ■は耐用年限の1/2経過）

棟番号
2
0
2
3

2
0
1
4

2
0
1
5

構造

15,118.00

前期 後期

8. 皿山南団地 1,687.64

敷地面積
(㎡)

9. 江良山団地 8,135.50

棟数
管理
戸数 2

0
2
2

2
0
1
6

10. 協和団地

2
0
1
9

2
0
2
0

2
0
2
1
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団地名 年度 工事名 備考

Ｈ19  下水道接続工事 環境改善

Ｈ22  北側屋根改修工事 住戸改善

Ｈ23  南側屋根改修工事 住戸改善

Ｈ18  有線放送（団地内経由）工事 環境改善

Ｈ22  庇防水工事（Ｅ,Ｆ棟） 住戸改善

Ｈ28  消防用設備改修（Ｇ棟） 環境改善

Ｈ23  建替工事（Ｇ棟） 住戸改善

Ｈ24  建替工事（Ｃ,Ｄ棟） 住戸改善

Ｈ25  建替工事（Ｅ,Ｆ棟,集会所） 住戸改善

 建替工事（Ａ,Ｂ棟建設） 住戸改善

 解体工事（旧Ｃ,Ｄ,Ｅ,Ｏ,Ｎ棟） 住戸改善

 公園及びＧ棟前駐車場、道路建設 環境改善

 解体工事（旧Ｉ,Ｊ棟） 住戸改善

 駐車場整備工事 環境改善

4. 小石原団地 H24  - -

H21  維持補修工事（排水路整備） 環境改善

Ｈ26  外柵フェンス補修 環境改善

Ｈ23  浴槽取替工事（Ａ,Ｂ棟） 住戸改善

H27  フェンス改修工事 環境改善

 屋根修繕（Ａ,Ｂ棟） 住戸改善

 手摺取付工事（Ａ,Ｂ棟）（トイレ、浴室） 環境改善

H13  屋根改修工事 住戸改善

H17  仕切りフェンス取り付け工事 環境改善

H21  シロアリ防除工事 環境改善

H23  外柵改修工事 環境改善

H24  浴室換気扇取付工事（Ａ,Ｂ棟） 住戸改善

Ｈ29  手摺取付工事（Ａ,Ｂ棟）（トイレ、浴室） 環境改善

Ｓ48  配水管拡張工事 環境改善

Ｈ21  外壁断熱工事 住戸改善

Ｈ25  防犯灯設置工事 環境改善

H27  フェンス設置工事（Ａ,B棟） 環境改善

 手摺取付工事（トイレ、浴室） 環境改善

 階段手摺取付（屋外の階段手摺） 環境改善

7. 永尾団地

2. 山崎団地

H27

5. 中尾団地

Ｈ29

8. 皿山南団地

3. 鹿山団地

1. 折敷瀬団地

H26

6. 長野団地

Ｈ29

(7)改修状況 

公営住宅の改修状況は、下記の通りで多様な改善が行われている。 

 

表－改修状況 
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団地名 年度 工事名 備考

H17  玄関屋根剥離落下修繕工事（Ｂ棟） 住戸改善

 屋根防水改修工事（Ａ,Ｅ棟） 住戸改善

 外壁改修工事 住戸改善

 水洗化工事 環境改善

 風呂場塗替補修工事 住戸改善

 屋根防水改修工事（Ｂ,Ｃ,Ｄ,Ｆ,Ｇ棟） 住戸改善

 シロアリ駆除補修工事 住戸改善

 集会所屋根防水改修工事 環境改善

 場内整備工事 環境改善

Ｈ22  駐車場整備工事 環境改善

 ガス配管工事（Ｃ棟） 住戸改善

 すべり台補修工事 環境改善

 （共用）倉庫設置工事 環境改善

 遊具設置工事 環境改善

 フェンス改修工事 環境改善

 屋上防水補修工事（Ａ棟） 住戸改善

 外壁補修工事（Ａ棟） 住戸改善

 改修工事（浴槽・トイレの手すり工事及び
 床の防水、段差解消すべりどめタイルの張替え）

住戸改善

 公園ブランコ修繕 環境改善

 フェンス設置工事 環境改善

 フェンス等撤去工事 環境改善

Ｈ30  フェンス設置工事 環境改善

Ｓ60  集会所・幼児遊園建設工事 環境改善

 取付道舗装工事 環境改善

 幼児遊園工事 環境改善

 フェンス工事 環境改善

Ｈ8  浄化槽改修工事 環境改善

Ｈ13  合併処理浄化槽設置工事 環境改善

Ｈ20  シロアリ駆除補修工事 環境改善

Ｈ21  外壁補修工事 住戸改善

 外壁補修工事 住戸改善

 集会所外壁補修工事 環境改善

 屋根及びバルコニー部の防水塗装工事 住戸改善

 浴室換気扇取付工事 住戸改善

 カーブミラー設置工事 環境改善

 団地内LED防犯灯新設工事 環境改善

 抜根・伐採工事 環境改善

 駐車場残土敷均し 環境改善

Ｈ25  浄化槽原水ポンプ取替工事 環境改善

Ｈ26  舗装補修工事 環境改善

Ｈ28
 改修工事（浴槽・トイレの手すり工事及び
 床の防水、段差解消すべりどめタイルの張替え）

住戸改善

Ｈ29  白蟻防除（Ｄ棟、集会所） 住戸改善

Ｈ30  白蟻防除（Ａ,Ｅ,Ｆ,Ｇ,Ｈ棟） 住戸改善

Ｈ27

Ｈ22

Ｈ23

H24

Ｈ19

Ｈ20

Ｈ21

Ｈ25

Ｓ62

Ｈ29

Ｈ28

9. 江良山団地

10. 協和団地
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(8)前期 5 年間の改善実施状況 

前期 5 年間の改善事業の実施状況は下記の通りである。 

 

 

 

 

 

  

長寿命化型

浴室防水等
浴室の

手摺設置
便所の

手摺設置
玄関前

手摺設置

6. 長野団地 簡平 8 修繕対応
前期

実施済
前期

実施済

7. 永尾団地 簡平 10 修繕対応
前期

実施済
前期

実施済

8. 皿山南団地 簡平 10 修繕対応
前期

実施済
前期

実施済

9. 江良山団地 簡二 40 個別改善
前期

実施済
前期

実施済
前期

実施済
前期

実施済

10. 協和団地 簡二 50 個別改善
前期

実施済
前期

実施済
前期

実施済
前期

実施済

福祉対応型

団地名 構造
管理
戸数

活用手法
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3－3 公営住宅入居世帯の状況 

 

(1) 入居状況 

公営住宅管理戸数 314 戸に対して、入居戸数 305 戸、入居率 97.1％、空家数

9 戸、うち政策空家※は小石原団地の 6 戸と永尾団地の 1 戸の計 7 戸となってい

る。 

 

表－入居状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2018年（H30）7月1日現在 

 

 

※ 政策空家：老巧化した公営住宅の建替、住戸改善を行うため、若しくは災害等の緊急

避難用の受け入れのため、入居募集を停止している空家 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

管理戸数 入居戸数 入居率 空家戸数 政策空家戸数

戸 戸 ％ 戸 戸

1. 折敷瀬団地 12 12 100.0 0 0

2. 山崎団地 60 60 100.0 0 0

3. 鹿山団地 70 70 100.0 0 0

4. 小石原団地 46 40 87.0 6 6

5. 中尾団地 8 7 87.5 1 0

6. 長野団地 8 8 100.0 0 0

7. 永尾団地 10 9 90.0 1 1

8. 皿山南団地 10 10 100.0 0 0

9. 江良山団地 40 39 97.5 1 0

10. 協和団地 50 50 100.0 0 0

合計 314 305 97.1 9 7

団地名
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(2) 世帯人員 

公営住宅入居世帯の平均世帯人員は 2.27 人で、本町の平均世帯人員 3.00 人

（平成 27 年国勢調査）より少ないことから、公営住宅ではより核家族化が進行

している。特に、昭和 40 年代に建設された古い団地の世帯人員が少ない。 

世帯人員は、1 人世帯が最も多く 3 割強を占め、１人、2 人世帯で 6 割強、3

人世帯以下では 8 割強となっている。 

  

表－世帯人員 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2018年（H30）7月1日現在 

(3) 世帯主年齢 

公営住宅入居世帯を世帯主年齢別にみると、65 歳以上が最も多く 142 世帯で、

4 割半ばを占め、次いで 50 代、60 代、40 代と続く。60 代以上でみると、6 割

弱を占めており、世帯主の高齢化の進行がうかがえる。 

 

表－世帯主年齢 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 

2018年（H30）7月1日現在 

入居世帯数 入居者数 平均世帯人員

1人 2人 3人 4人 5人 6人以上 世帯 人 人/世帯

4 4 1 2 1 0 12 28 2.33

12 20 20 5 2 1 60 148 2.47

27 15 14 9 4 1 70 161 2.30

21 12 5 1 0 1 40 70 1.75

5 1 0 1 0 0 7 11 1.57

3 3 0 2 0 0 8 17 2.13

5 2 1 0 1 0 9 17 1.89

5 4 1 0 0 0 10 16 1.60

11 11 9 6 2 0 39 94 2.41

9 17 13 7 4 0 50 130 2.60

世帯 102 89 64 33 14 3 305 692 2.27

％ 33.4 29.2 21.0 10.8 4.6 1.0 100.0 － －

10. 協和団地

合計

世帯人員(世帯)
団地名

1. 折敷瀬団地

2. 山崎団地

3. 鹿山団地

4. 小石原団地

5. 中尾団地

6. 長野団地

7. 永尾団地

8. 皿山南団地

9. 江良山団地

世帯 ％ 世帯 ％ 世帯 ％ 世帯 ％ 世帯 ％ 世帯 ％ 世帯 ％

1. 折敷瀬団地 0 0.0 2 16.7 3 25.0 0 0.0 4 33.3 3 25.0 12 100

2. 山崎団地 4 6.7 12 20.0 3 5.0 8 13.3 5 8.3 28 46.7 60 100

3. 鹿山団地 3 4.3 11 15.7 9 12.9 9 12.9 3 4.3 35 50.0 70 100

4. 小石原団地 0 0.0 0 0.0 1 2.5 6 15.0 4 10.0 29 72.5 40 100

5. 中尾団地 0 0.0 1 14.3 0 0.0 1 14.3 4 57.1 1 14.3 7 100

6. 長野団地 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 1 12.5 7 87.5 8 100

7. 永尾団地 0 0.0 0 0.0 1 11.1 3 33.3 1 11.1 4 44.4 9 100

8. 皿山南団地 0 0.0 0 0.0 0 0.0 1 10.0 3 30.0 6 60.0 10 100

9. 江良山団地 0 0.0 3 7.7 7 17.9 12 30.8 5 12.8 12 30.8 39 100

10. 協和団地 1 2.0 3 6.0 12 24.0 11 22.0 6 12.0 17 34.0 50 100

合計 8 2.6 32 10.5 36 11.8 51 16.7 36 11.8 142 46.6 305 100

60～64歳 65歳以上 合計
団地名

29歳以下 30～39歳 40～49歳 50～59歳
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(4) 高齢者がいる世帯 

公営住宅入居世帯のうち 65 歳以上の高齢者がいる世帯数は、88 世帯で 3 割弱

を占めている。特に小石原団地、長野団地には 5 割と高齢者がいる世帯率が高い。 

 

表－高齢者がいる世帯等 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2018年（H30）7月1日現在 

 

(5) 入居期間 

公営住宅入居世帯の入居期間をみると、4 年未満が最も多く約 3 割を占めてい

る。 

建設年度が古い団地ほど入居期間が長く、20 年以上の入居が 5 割を超えた団

地は、小石原団地、永尾団地、皿山南団地である。 

 

表－入居期間 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2018年（H30）7月1日現在 

入居世帯数
高齢者がいる
世　帯　数

高齢者がいる
世　帯　率

世帯 世帯 ％

1. 折敷瀬団地 12 2 16.7

2. 山崎団地 60 14 23.3

3. 鹿山団地 70 24 34.3

4. 小石原団地 40 20 50.0

5. 中尾団地 7 1 14.3

6. 長野団地 8 4 50.0

7. 永尾団地 9 4 44.4

8. 皿山南団地 10 4 40.0

9. 江良山団地 39 8 20.5

10. 協和団地 50 7 14.0

合計 305 88 28.9

団地名

世帯 ％ 世帯 ％ 世帯 ％ 世帯 ％ 世帯 ％

1. 折敷瀬団地 5 41.7 2 16.7 5 41.7 0 0.0 12 100.0

2. 山崎団地 19 31.7 14 23.3 27 45.0 0 0.0 60 100.0

3. 鹿山団地 47 67.1 23 32.9 0 0.0 0 0.0 70 100.0

4. 小石原団地 3 7.5 3 7.5 5 12.5 29 72.5 40 100.0

5. 中尾団地 2 28.6 1 14.3 1 14.3 3 42.9 7 100.0

6. 長野団地 1 12.5 2 25.0 2 25.0 3 37.5 8 100.0

7. 永尾団地 0 0.0 0 0.0 2 22.2 7 77.8 9 100.0

8. 皿山南団地 2 20.0 1 10.0 2 20.0 5 50.0 10 100.0

9. 江良山団地 5 12.8 4 10.3 15 38.5 15 38.5 39 100.0

10. 協和団地 6 12.0 4 8.0 16 32.0 24 48.0 50 100.0

合計 90 29.5 54 17.7 75 24.6 86 28.2 305 100.0

団地名
合計～4年 10～19年 20年以上5～9年
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(6) 収入超過者 

公営住宅入居世帯のうち、収入超過者※ 1 は 32 世帯、10.5％で、高額所得者※ 2

は小石原団地に 1 世帯、協和団地に 1 世帯いる。収入超過者は、山崎団地、小石

原団地、江良山団地、協和団地に多い。 

 

表－収入超過者 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2018年（H30）7月1日現在 

 
 

※1 収入超過者：公営住宅に引き続き3年以上入居していて、かつ、政令で定める基準を

超える収入を有する者。家賃は、近傍同種の住宅の家賃を上限として設

定される。 

※2 高額所得者：公営住宅に引き続き5年以上入居していて、最近2年間引き続き政令で

定める基準を超える高額の収入のある者。家賃は、近傍同種の住宅の家

賃に設定される。 

戸 世帯 世帯 ％ 世帯

1. 折敷瀬団地 12 12 1 8.3 0

2. 山崎団地 60 60 5 8.3 0

3. 鹿山団地 70 70 4 5.7 0

4. 小石原団地 46 40 6 15.0 1

5. 中尾団地 8 7 0 0.0 0

6. 長野団地 8 8 0 0.0 0

7. 永尾団地 10 9 2 22.2 0

8. 皿山南団地 10 10 0 0.0 0

9. 江良山団地 40 39 5 12.8 0

10. 協和団地 50 50 9 18.0 1

合計 314 305 32 10.5 2

高額
所得者数

収入
超過者率団地名

管理戸数 入居世帯数
収入

超過者数
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(7) 応募状況 

公営住宅の応募状況は、募集年度や団地によって 0.0 倍～2.6 倍と開きがある

が、全体平均で 2.0 倍となり公営住宅の需要はあるといえる。 

特に、折敷瀬団地、山崎団地、鹿山団地、協和団地は平均倍率が 2 倍以上あり

人気がある。 

 

表－応募状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2018年（H30）7月1日現在 

募集
戸数

応募
戸数

倍
率

募集
戸数

応募
戸数

倍
率

募集
戸数

応募
戸数

倍
率

募集
戸数

応募
戸数

倍
率

募集
戸数

応募
戸数

倍
率

1. 折敷瀬団地 1 6 6.0 2 6 3.0

2. 山崎団地 14 36 2.6 1 10 10.0

3. 鹿山団地 5 18 3.6

4. 小石原団地 1 0 0.0 1 2 2.0 1 0 0.0 2 4 2.0

5. 中尾団地 1 0 0.0 2 0 0.0 1 0 0.0

6. 長野団地 1 3 3.0 2 1 0.5 1 0 0.0

7. 永尾団地

8. 皿山南団地 2 2 1.0 1 1 1.0 1 0 0.0

9. 江良山団地 4 7 1.8 1 2 2.0 3 6 2.0 1 2 2.0

10. 協和団地 4 14 3.5 1 3 3.0 1 0 0.0 1 4 4.0 2 7 3.5

合計 18 50 2.8 21 50 2.4 3 0 0.0 11 25 2.3 5 9 1.8

募集
戸数

応募
戸数

倍
率

募集
戸数

応募
戸数

倍
率

募集
戸数

応募
戸数

倍
率

募集
戸数

応募
戸数

倍
率

募集
戸数

応募
戸数

倍
率

募集
戸数

応募
戸数

倍
率

1. 折敷瀬団地 3 4 1.3 1 1 1.0 1 2 2.0 8 19 2.4

2. 山崎団地 1 10 10.0 3 14 4.7 1 4 4.0 4 5 1.3 11 11 1.0 35 90 2.6

3. 鹿山団地 26 48 1.8 1 6 6.0 1 5 5.0 33 77 2.3

4. 小石原団地 2 0 0.0 7 6 0.9

5. 中尾団地 1 0 0.0 1 0 0.0 2 0 0.0 8 0 0.0

6. 長野団地 1 2 2.0 5 6 1.2

7. 永尾団地 1 0 0.0 1 0 0.0

8. 皿山南団地 1 1 1.0 1 0 0.0 6 4 0.7

9. 江良山団地 1 1 1.0 1 1 1.0 3 2 0.7 14 21 1.5

10. 協和団地 1 2 2.0 1 1 1.0 3 3 1.0 14 34 2.4

合計 6 12 2.0 31 64 2.1 7 16 2.3 6 6 1.0 23 25 1.1 131 257 2.0

団地名

平成25年度

平成22年度 平成23年度 平成24年度

団地名

平成20年度 平成21年度

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 合計
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4－１ 国の住宅政策 

国の住宅政策である「住生活基本計画（全国計画）」について整理する。 

 

■住生活基本計画（平成 28 年 3 月） 

住生活基本計画（全国計画）は、「住生活基本法」（平成 18 年法律第 61 号）に

基づき、国民の住生活の安定の確保及び向上の促進に関する基本的な計画として

策定されている。計画においては、国民の住生活の安定の確保及び向上の促進に

関する目標や基本的な施策などを定め、目標を達成するために必要な措置を講ず

るよう努めることとされている。 

 

①居住者からの視点 

目標 公営住宅に係わる基本的な施策 

目標 1 

結婚・出産を希望する若年

世帯・子育て世帯が安心し

て暮らせる住生活の実現 

●子育て世帯等を対象とした公営住宅への優先入

居、UR※ 1 賃貸住宅等の家賃低廉化等により、公的

賃貸住宅への入居を支援 

目標 2 

高齢者が自立して暮らすこ

とができる住生活の実現 

●公的賃貸住宅団地の建替え等の機会をとらえた

高齢者世帯・子育て世帯等の支援に資する施設等

の地域拠点の形成 

目標 3 

住宅の確保に特に配慮を要

する者の居住の安定の確保 

●公営住宅、UR 賃貸住宅等の公的賃貸住宅を適切

に供給。また、公営住宅の整備・管理について、

地域の実情を踏まえつつ、PPP／PFI※ 2 も含め、民

間事業者の様々なノウハウや技術を活用。 

●公的賃貸住宅団地の建替え等の適切な実施と、そ

の機会をとらえた高齢者世帯・子育て世帯等の支

援に資する施設等の地域の拠点の形成による居

住環境の再生の推進 

②住宅ストックからの視点 

目標 4 住宅すごろくを超える新たな住宅循環システムの構築 

目標 5 建替えやリフォームによる安全で質の高い住宅ストックへの更新 

目標 6 急増する空き家の活用・除却の推進 

③産業・地域からの視点 

目標 7 強い経済の実現に貢献する住生活産業の成長 

目標 8 住宅地の魅力の維持・向上 

 

※1「UR」 

都市再生機構のこと。 

※2「PPP/PFI」 

PPP は、公民が連携して公共サービスの提供を行うスキームで、PFI はその手法の一つ。PFI

は、PFI は、民間の資金とノウハウを活用し、公共サービスの提供を民間主導で行うこと。 

４．長寿命化に関する基本方針 
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4－2 長崎県の住宅施策 

長崎県の住宅施策として、「長崎県住生活基本計画」について整理する。 

 

■長崎県住生活基本計画（平成 29 年 3 月） 

（計画期間：平成 28 年度～平成 37 年度） 

 

【基本理念】  

住みたい・住める・住み続けられる長崎県 
  

【基本目標】 【公営住宅に関わる基本施策】 

Ⅰ. 

災 害 に 強 く 、 安

全・快適に暮らせ

る住生活の実現 

基本施策Ⅰ-1：安全に暮らせる住まいづくり・まちづくり 

 ①住宅・宅地の耐震化の促進…●公営住宅の耐震化の促進 

基本施策Ⅰ-2：快適で健康生活を支える住まいづくり・まちづくり

 ①住宅・住環境のバリアフリー・ユニバーサルデザイン※ 1の推進 

   ●各市町の「公営住宅等長寿命化計画」に基づく、市町営住宅の計画的

なバリアフリー改善の促進 

Ⅱ. 

若年・子育て世帯

や 高 齢 者 等 が 安

心 し て 暮 ら せ る

住生活の実現 

基本施策Ⅱ-1：若者・子育て世帯が安心して暮らせる環境整備 

 ①若者・子育て世帯の公的住宅入居の支援 

   ●既存の公営住宅における子育て世帯向け住戸への改修 

   ●子育て世帯の公営住宅入居の優先制度の実施 

 ②子育てしやすい住まい・居住環境の整備 

   ●地域子育て支援拠点の形成（公的住宅建替えとあわせた子育て支施設

整備の検討） 

基本施策Ⅱ-2：高齢者が安心して暮らせる環境整備 

 ①高齢期に適した住み替え支援の充実 

   ●公的賃貸住宅における高齢者向け住宅の供給の推進 

 ②高齢者が生きがいを持って暮らせる環境づくり 

   ●公的住宅の空きスペースの活用や建替えを踏まえた福祉拠点の整備 

基本施策Ⅱ-3：住宅セーフティネット※ 2 の構築と住生活の支援 

 ①公的住宅等の適切な整備と維持管理  

   ●各市町の「公営住宅等長寿命化計画」の策定の支援による、市町住宅

ストックの適切な更新 

 ②高齢者・障がい者向け生活支援サービス付き賃貸住宅ストックの形成 

   ●福祉施設を併設した公営住宅の供給 

 ③住宅確保要配慮者への居住支援の充実 

   ●市町や福祉関連部局と連携による福祉施設や保育所などの子育て支

援施設を併設した公営住宅団地の整備、住宅の確保や生活支援のため

の情報提供 

   ●公営住宅や民間賃貸住宅を活用した福祉目的活用等の推進 

Ⅲ.良質な住宅ストックの形成と次世代への承継 

Ⅳ.急増する空き家等の適正管理と利活用の推進 

Ⅴ.長崎らしさを実現できる豊かな居住環境の形成 
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【公営住宅の供給目標量】 

公営住宅の供給目標量は、住生活基本法第 17 条第 2 項に基づき、国との調整、

市町との協議結果を踏まえ定める。 

新規整備と建替えによる供給戸数に、既存の公営住宅の空き家募集数を加えた戸

数である。公営住宅には県営・市営・町営を含む。 

以上の考え方に基づき、10 年後（平成 37（2025）年度）における要支援世帯の

数を約 15,100 世帯と推計し、この結果をもとに平成 28～37（2016～2025）年度

の 10 年間の公営住宅供給量を約 17,600 戸と定める。 

 

公営住宅の供給目標量 

平成 28（2016）年から平成 37（2025）年の 10 年間 

 

 

 

【誘導居住面積水準、最低居住面積水準】 

誘導居住面積水準は、世帯人数に応じて、豊かな住生活の実現の前提として多様

なライフスタイルに対応するために必要と考えられる住宅の面積に関する水準で

ある。 

誘導居住面積水準 

□一般型誘導居住面積水準 

① 単身者 55 ㎡ 

② ２人以上の世帯 25 ㎡×世帯人数＋25 ㎡ 

□都市居住型誘導居住面積水準 

① 単身者 40 ㎡ 

② ２人以上の世帯 20 ㎡×世帯人数＋15 ㎡ 

 

最低居住面積水準は、世帯人数に応じて、健康で文化的な住生活を営む基礎とし

て必要不可欠な住宅の面積に関する水準である。 

 

 

 

 

資料：住生活基本計画（全国計画）より抜粋  

※1「ユニバーサルデザイン」 

あらかじめ、障害の有無、年齢、性別、人種などにかかわらず多様な人々が利用しやすいよ

う都市や生活環境をデザインする考え方。 

※2「住宅セーフティネット」 

住宅市場の中で自力では住宅を確保することが困難な者が、それぞれの所得、家族構成、身

体の状況等に適した住宅を確保できるような様々な仕組み。平成 19 年 7 月に「住宅確保要

配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律」（通称：住宅セーフティネット法）が施

行された。 

最低居住面積水準 

□単身者 25 ㎡ 

□２人以上の世帯 10 ㎡×世帯人数＋10 ㎡ 

約 17,600 戸 

51



4－3 波佐見町の上位・関連計画 

本町の上位計画として、「第 5 次波佐見町総合計画」「第 10 次波佐見町基本計

画」や、関連計画である「波佐見町都市計画マスタープラン」「波佐見町公共施設

等総合管理計画」「波佐見町まち・ひと・しごと創生総合戦略 波佐見町人口ビジ

ョン」「波佐見町公営住宅長寿命化計画」「波佐見町高齢者福祉計画及び第 7 期介

護保険事業計画」について整理する。 

 

■第 5 次波佐見町総合計画（平成 25 年 6 月） 

（計画期間：平成 25 年度～平成 34 年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

人
と
心
が 

か
よ
い
あ
う 

陶
磁
と
緑
の
ま
ち 

波
佐
見 

基本目標 1 

快適で住み良い 

まちづくり 

基本目標 2 

働く喜びを持てる 

まちづくり 

基本目標 3 

人に優しい福祉の 

まちづくり 

基本目標 4 

豊かな心を育む 

まちづくり 

基本目標 5 

安心・安全な 

まちづくり 

基本目標 6 

人が交わる 

まちづくり 

基本目標 7 

健全で効率的な 

まちづくり 

1 効率的・効果的な行財政運営 

1 環境保全と景観整備 

2 快適環境づくり 

1 生涯学習の充実 

2 文化・芸術の推進 

3 人権教育の推進 

1 商工業の振興 

2 農林業の振興 

1 福祉環境の充実 

2 保健・医療環境の充実 

1 交流の推進 

2 協働によるまちづくりの推進 

1 交流の推進 

2 協働によるまちづくりの推進 

【将来像】 【基本目標】 【施策】 
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 2 快適環境づくり 

  主要施策 1 住宅の整備 

   （1）町営住宅の維持管理・建替 

      ・入居者が安全で快適な生活が送れるよう、町営住宅の計画的

な維持管理計画を図る。 

・町営住宅の維持管理・建替えについては、福祉施策などと連

携を取りながら、バリアフリー化など障害者や高齢者に配慮

した住宅の整備を推進する。 

   【施策を推し進める重点事業】 

     ●鹿山団地の建替工事（Ｈ23～Ｈ27） 

 

 

将来目標 

 ●人口目標：平成 34（2022）年の目標人口を 16,000 人と設定する。 

●世帯数の見込み：目標人口を 16,000 人とした場合、5,900 世帯にな

ると予測される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基本目標 1 快適で住み良いまちづくり 
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■第 10 次波佐見町基本計画（平成 30 年 4 月） 

（後期：平成 30 年度～平成 34 年度） 

 

本計画は、まちの将来像として掲げている「人と心がかよいあう 陶磁と緑の

まち 波佐見」の実現のために、5 年前に策定した第 5 次波佐見町総合計画（基本

構想）と今回の基本計画に掲げる諸施策に取り組んでいく。 

 

 【公営住宅に関する記述】 

 

 

 政策 2 快適環境づくり 

  主要施策 1：住宅の整備 

 基 本 方 針：町営住宅の保全と、老朽化した住宅の建替を行い、快適 

な住環境づくりに取り組む。 

 施策の体系： 

 

 主な取り組み 

   （1）町営住宅の維持管理・建替 

・入居者が安全で快適な生活が送れるよう、町営住宅の計画的な維持

管理計画を図る。 

・老朽化が著しい町営住宅については、計画的な建替を進め、居住水

準の向上を図る。 

・長年が経過している住宅については、維持・補修工事をしながら、長

寿命化を図る。 

・町営住宅の維持管理・建替については、福祉施策などと連携をとり

ながら、バリアフリー化など障がい者や高齢者に配慮した住宅の整

備を推進する。 

 

 施策を推し進める重点事業：小石原団地の建替 

 

 

 

 

 

 

 

  

基本目標 1 快適で住み良いまちづくり 
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■波佐見町都市計画マスタープラン（平成 16 年 10 月） 

 

 

 

 

          歴史によって培われた文化と伝統を継承 

 

 

 

          取り巻く自然を保全及び整備して後世に残す 

 

 

 

          これまでに整備した施設等を維持するとともに、 

よりよく利用する 

 

 

 

          住民相互及び住民と行政の協働ルールを構築し、 

          楽しい居住環境を作る 

 

 

 

          情報基盤の整備により、豊かな生活の実現を図る 

 

 

 

          安全で安心した生活が送れるまちを作る 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【
基
本
理
念
】 

歴
史
と
自
然
と
協
働
を
育
む
ま
ち
づ
く
り 

文化・伝統の継承 

自然の維持・整備 

既存施設の維持・利用 

協働ルールの構築 

情報基盤の整備 

安全な生活の構築 

波
佐
見
町 

都市部 

自然部 

市街地地域 

集落地域 

温泉地域 

森林地域 

農地地域 

将来都市像 
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■波佐見町公共施設等総合管理計画（平成 29 年 3 月） 

（計画期間：平成 29 年度～平成 30 年度） 

 

【建築系公共施設の数量（延床面積）】 

町が保有する施設の延床面積の合計

は、平成 27 年度時点で約 6.5 万㎡とな

っている。内約をみると、学校教育系

施設が約 2.9 万㎡（45.0％）、公営住宅

が約 1.8 万㎡（27.6％）となっており、

全体の 7 割以上を占めている。 

 

 

 

 

【公営住宅の維持管理の基本方針】 

「波佐見町公営住宅長寿命化計画」により適正な維持管理を進めていく。予防

保全的な修繕及び耐久性の向上を図る改善事業により長寿命化を図り、更新時期

の見直しなどを行う。また、法定耐用年数を超えているものについては、用途廃

止や国が検討している空き家の活用手法についても検討する。 
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■波佐見町まち・ひと・しごと創生総合戦略 波佐見町人口ビジョン 

（平成 28 年 3 月） 

 

【波佐見町まち・ひと・しごと創生総合戦略】 

基本目標 1 人を育てる 

基本目標 2 産業振興を図り安定した雇用を創出する 

基本目標 3 新しい人の流れをつくる 

基本目標 4 
若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえ、子育て環境の

向上を図る 

基本目標 5 官民一体となって暮らしやすいまちをつくる 

 

【波佐見町人口ビジョン】 

 国 か ら の 各 種 資 料 を 基 に

国 の 外 郭 団 体 が 示 し た 推 計

値と、本町独自で推計した 6

つ の 異 な る 条 件 を 基 に し た

本 町 の 将 来 人 口 の 推 計 値 を

出した。 

 条 件 ⑥ の 要 素 を 目 標 と し

て、導き出された将来人口推

計値を参考に、本町の将来目

標人口を、25 年後の平成 52

年（2040 年）に 13,000 人、

45 年後（2060 年）に 11,000

人の人口を目標とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

将来目標人口 

平成 52 年（2040 年）：13,000 人 

平成 72 年（2060 年）：11,000 人 
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314 戸

240 戸

78 戸

162 戸

0 戸

162 戸

114 戸

74 戸

0 戸

※ 中尾団地、皿山南団地は用途廃止予定。

現入居者が退去したら用途廃止を行うため管理戸数の減少が発生する。

 うち修繕対応戸数

 うち改善予定戸数

 建替予定戸数

公営住宅対　　象

 管理戸数

 維持管理戸数

 用途廃止予定戸数（※）

 うち全面的改善予定戸数

 うち個別改善戸数

 うち長寿命化型改善戸数

■波佐見町公営住宅長寿命化計画計画（平成 26 年 3 月） 

（計画期間：平成 26 年度～平成 35 年度） 

 

【活用計画】 

公営住宅の活用は、「建替え」74 戸、「維持管理」240 戸となる。「維持管理」

の 240 戸は「修繕対応」78 戸、「個別改善」162 戸、なお「個別改善」のうち 114

戸は長寿命化型改善を行う。 

 

表－活用手法別戸数 
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【総合判定】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1. 折敷瀬団地 低耐 12 個別改善 12
目視調査の結果、安全性、居住性の項目に不備はな
い。福祉対応として、浴室、便所の手摺設置を行う。
■福祉対応型：浴室、便所の手摺の設置

2. 山崎団地 低耐 60 個別改善 60

目視調査の結果、A,B,G棟の外壁にひび割れが見られ
るため改修を行う。また、福祉対応として、浴室の手
摺設置を行う。
■長寿命化型：外壁改修（A,B,G棟-24戸）
■福祉対応型：浴室の手摺設置

簡平 28 建替え 28 H26年度に28戸の建替えを行う。

低耐 26 維持管理 42
現管理戸数26戸と現在建設中の16戸、計42戸を適切
に維持管理する。

4. 小石原団地 簡平 46 建替え 46

本団地は、耐用年限を超過し、外装等も劣化が進んで
いる。鹿山団地の建替事業終了後、本団地の建替事業
に着手する。
建替え戸数は、現管理戸数の46戸を予定する。

5. 中尾団地 簡平 8
維持管理

→用途廃止
8

本団地は、耐用年限を超過し、アクセス道路が狭く、
募集倍率も悪いため、入居者が退去後、用途廃止を予
定する。用途廃止までの期間は、これまで通り適切に
維持管理を行う。

6. 長野団地 簡平 8
修繕対応

（次期建替え）
8

本団地は、耐用年限は超過しているが、外装状況が比
較的良好なこと、標準管理期間中であることなどか
ら、本計画期間は修繕対応とし、次期計画で建替えを
予定する。
■修繕（単費）：駐車場の舗装、便所の水洗化、
　　浄化槽設置、浴室・便所の手摺設置

7. 永尾団地 簡平 10
修繕対応

（次期建替え）
10

本団地は、耐用年限は超過しているが、外装状況が比
較的良好なこと、標準管理期間内であることなどか
ら、本計画期間は修繕対応とし、次期計画で建替えを
予定する。
■修繕（単費）：駐車場の舗装、便所の水洗化、
　　浄化槽設置、浴室・便所及び玄関前に手摺設置

8. 皿山南団地 簡平 10
修繕対応

→用途廃止
10

本団地は、耐用年限が超過し、募集倍率も悪いため、
入居者が退去後、用途廃止を予定する。ただし、駐車
場の舗装が劣化しているため、緊急措置として改修を
行う。
■修繕（単費）：駐車場の舗装

9. 江良山団地 簡二 40 個別改善 40

目視調査の結果、外壁等に劣化はみられない。意向調
査では、浴室の改善要望が多いため、浴室の防水性向
上に資する改善と、福祉対応型として、浴室、便所及
び玄関前に手摺の設置を行う。
■長寿命化型：浴室防水等改善
■福祉対応型：浴室、便所及び玄関前に手摺設置

10. 協和団地 簡二 50 個別改善 50

目視調査の結果、外壁等に劣化はみられない。意向調
査では、浴室の改善要望が多いため、浴室の防水性向
上に資する改善と、福祉対応型として、浴室、便所及
び玄関前に手摺の設置を行う。
■長寿命化型：浴室防水等改善
■福祉対応型：浴室、便所及び玄関前に手摺設置

298 ー 314 ー

計画
管理戸数

活用内容

合　計

団地名 構造
現在

管理戸数
手　法

3. 鹿山団地
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■波佐見町高齢者福祉計画及び第 7 期介護保険事業計画（平成 30 年 3 月） 

（計画期間：平成 30 年度～平成 32 年度） 

 

【基本理念・施策体系】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【公営住宅に関する記述】 

 基本目標 1：健康でその人らしく暮らすことができるまちづくり 

  ●継続して自宅で生活ができる環境整備の支援 

町営住宅のバリアフリー化の推進 

町営住宅については、平成 26 年に策定した「波佐見町公営住宅長寿命化

計画」において、「町営住宅の維持管理・建替えについては、福祉施策などと

連携を取りながら、バリアフリー化など障がい者や高齢者に配慮した住宅の

整備を推進する。」としている。近年建替えを行っている町営住宅においては、

車いすが通れる廊下や手すりの設置、フラットな風呂場などの整備を行うこ

とができている。 

今後は、住宅建替えの際には、「長崎県福祉のまちづくり条例」に基づき、

高齢者・障がいのある方等に配慮した住宅として整備を進める。 
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4－4 公営住宅に関する課題の整理 

ここでは、前章までの現状の把握を踏まえ、課題を整理する。 

 

■公営住宅ストック数                            

波佐見町の公営住宅比率は 6.3％で、長崎県平均より 1.9 ポイント高く、県内

市町や類似市町と比べても高い。また、持ち家比率は長崎県よりも高く、民営の

借家や給与住宅の比率は低いため、借家としての公営住宅の果たす役割は大きい。 

このことから公営住宅については現在のストック数を踏まえた上で適正管理

戸数を設定し、耐用年限を経過した住棟の活用手法、継続して管理する住棟の居

住環境等の向上が課題である。 

 

■耐用年限を迎える公営住宅                         

目標年次 2023 年時点での耐用年限経過戸数は、簡易耐火構造平屋建 82 戸

（26.1％）である。 

これらの住宅については、適正管理戸数と調整を図りながら、必要性、経済性、

効率性、容易性等を判断し、計画的に建替事業を推進することが課題である。 

 

■高齢化に対応した住環境整備                        

波佐見町の高齢化は年々進行しており、2015 年（H27）で 3 割弱となってい

る。また、公営住宅入居世帯のうち高齢者がいる世帯も 3 割弱となっている。 

今後も高齢化の進行は予想されることから、高齢者に対応した住戸及び住環境

の整備、改善を図ることが課題である。 

 

■長期的な視点に立った公営住宅の維持活用                  

建替えは入居者の経済的負担や、町の財政負担が大きくなることから、耐用年

限を経過していない住棟を中心に、家賃を抑えながら長期的に活用できるような

長寿命化改善、修繕を図ることが課題である。 

 

■居住者の意向                               

5 年前に実施した入居者意向調査では、約 6 割の居住者が住宅の建替え若しく

は、住宅設備の改善などの対策を必要と考えている。また、8 割以上の居住者が

今後も公営住宅に住みたいと思っている。 

これらのことより、建替え若しくは躯体、設備などの改善による居住性向上を

行うことで住宅セーフティネットを強化が課題である。 
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4－5 長寿命化に関する基本方針 

 

(1) 基本的な方針 

■適切な整備手法による良好な住宅ストックの形成               

住宅の状況を把握することで、建替えや改善など適切な活用手法を検討し、良

好な住宅ストックの形成を図る。 

耐用年限を経過した住宅は、居住者ニーズや社会的ニーズに対応しながら、原

則として建替えによる効率的かつ計画的な更新を図るが、入居者及び建物の状況

を踏まえ、継続使用が可能なものについては建替えの時期まで適切な修繕を行う。 

耐火構造の住棟については、外壁改修の仕様のグレードアップによる耐久性の

向上を図る改善により、修繕周期の延長によるライフサイクルコストの縮減を図

る。 

耐用年限が既に経過した住棟は、将来ストック数や財源の確保を考慮しながら

計画的な建替事業を行う。 

耐用年限が 10 年以上残っている住棟は、居住性が向上する改善によって良好

な住宅ストックの形成を図る。 

耐用年限が 1/2 未満の住棟であっても、修繕周期表により築 15 年を経過して

いる住棟においては、長寿命化による改善策を講じる。 

 

■バリアフリー化の推進                           

高齢者・障がい者が安心して暮らせるよう、手摺の設置や建物内外の段差の解

消など、住戸及び周辺を含めたバリアフリー化を推進する。 

老朽化に伴う建替えや改善を行う場合は、ユニバーサルデザインを考慮した住

宅整備に努める。 

 

■多様な世代に対応した住宅の確保                      

居住者の需要に対応した型別供給を行うことで、居住水準の向上を図る。また、

多様な世帯によるコミュニティの維持・形成の支援を図る。 
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(2) ストックの状況把握（定期点検及び日常点検）・修繕の実施・データ管理

に関する方針 

 

 入居者の安全を確保するため、法定点検（建築基準法第 12 条）と同等の定期

点検や職員による日常点検等を行い、事故等の未然防止、不具合等の早期発

見に努める。 

 定期点検は、標準的な点検周期に従って住棟単位で実施し、住宅の老朽化や

劣化による事故等を未然に防ぐとともに、改善工事の効率的な実施を図る。 

 日常的に発生する不具合は、居住者の安全性や居住性に配慮し、修繕等で適

切に対応する。 

 計画的な維持管理を行うため、公営住宅の団地単位の情報（敷地、住棟、入

居者、劣化状況等）を整備し、日常的維持管理に利用する。 

 住棟の修繕履歴データの整備及び修繕周期表により、次回修繕時期の確認を

行う。 

 限られた公営住宅ストックを真に住宅に困窮している世帯へ供給できるよう、

収入超過者については公営住宅から退去を促し、入居者管理の適正化に取り

組む。 

 

(3) 改善事業の実施による長寿命化及びライフサイクルコストの縮減に関す

る方針 

 

 入居者からのクレームに対応した修繕から、予防保全的な修繕及び耐久性向

上などを図る改善を計画的に実施することで、住宅の長寿命化を図る。 

 屋上防水、外壁改修、給排水管等の更新などの仕様のグレードアップによる

耐久性の向上を図る改善により、建物の延命化及び修繕周期の延長によるラ

イフサイクルコストの縮減を図る。 

 標準的な修繕周期に従って住棟単位で定期点検を実施し、住宅の老朽化や劣

化による事故等を未然に防ぐとともに、修繕工事の効率的な実施を図る。  

 

63



 

 

5－1 ストック活用手法 

 

(1) 手法選定の視点 

活用手法の選定フロー及び選定基準の標準的な考え方は、「必要性」、「経済性」、

「効率性」、「容易性」の 4 つの視点を考慮する。 

 

表－選定の視点 

視 点 内    容 

必 要 性
住棟の老朽化への対応や居住水準の改善及び需要への対応等の視点 

（選定指標：団地内設備、安全性、応募状況・空家率等） 

経 済 性
過去に行われた投資効果の確保 

（選定指標：経過年数、改善履歴等） 

効 率 性

土地の有効利用の可能性やまちづくりとの連携及び団地相互の連携に

よる一体的整備の可能性等の視点 

（選定指標：敷地規模・形状、法規制、地域整備への貢献、団地相互

の連携等） 

容 易 性

周辺道路の整備状況や戻り入居（再入居）・仮住居の確保の可能性等の

視点 

（選定指標：周辺道路等インフラの整備状況及び計画、戻り入居・仮

住居の確保の容易さ等） 

 

(2) 活用手法 

活用手法は、「建替」、「全面的改善」、「個別改善」、「修繕対応」の 4 つがあり、

具体的には以下のとおりである。 

また、公営住宅の処分としては、「用途廃止」、「譲渡処分」、「事業主の変更」等

がある。 

表－活用手法 

活 用 手 法 内    容 

 

建 替

公営住宅を除去し、その土地の全部又は一部の区域に新たに公営住宅

を建設するもの。（用途廃止を行い、他の団地への統合もしくは他の利

便性の高い場所に新規建設するいわゆる非現地建替も含む。） 

 

 

全 面 的 改 善

 

 

以下の項目を全て含み、住戸については躯体を残して全面的又はそれ

に類する改善を行うもの。 

Ａ．住戸改善（居住性向上、福祉対応） 

Ｂ．共用部分改善（福祉対応、安全性確保） 

Ｃ．屋外･外構部分（福祉対応） 

 

 

個 別 改 善

 

 

公営住宅の質の向上のために、以下の項目について改善を行うもの。

Ａ．規模増改善（2 戸を 1 戸、3 戸を 2 戸、増築） 

Ｂ．住戸改善（居住性向上、福祉対応、安全性確保、長寿命化） 

Ｃ．共用部分改善（居住性向上、福祉対応、安全性確保、長寿命化）

Ｄ．屋外･外構部分（居住性向上、福祉対応、安全性確保、長寿命化）

 

修 繕 対 応

公営住宅の効用を維持するために行う維持保守点検、経常修繕（経常

的に必要になる小規模な修繕）、計画修繕（修繕周期等に基づき計画的

に実施すべき大規模な修繕）等。 

５．公営住宅ストック活用計画 
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(3) 活用手法選定フロー 

活用手法選定のフローについては、下図を基本として選定を行ったが、1 次判

定②-2 で本町独自の項目も追加して検討を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：公営住宅等長寿命化計画策定指針 改定（Ｈ28.8 国土交通省住宅局住宅総合整備課） 

図－手法選定フロー 
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5－2 公営住宅ストック推計 

計画年次である 2023 年と、概ね 20 年後の 2040 年の公営住宅ストックの推計

を行った。 

 

(1) 本町の将来世帯数 

公営住宅の将来ストック数を検討する上で、本町の将来世帯数の設定が基本と

なる。本町の将来世帯数は、「波佐見町人口ビジョン」が 2016 年（H28）3 月に

推計した将来人口を基に推計する。 

「波佐見町人口ビジョン」での本町の将来人口推計値は、2040 年 12,873 人、

2060 年 10,851 人としている。 

本計画の計画年次は 2023 年であるため、2020 年と 2025 年の加重平均とし

14,382 人、2040 年は 12,873 人と設定する。 

世帯人員は、1985 年（S60）から 2015 年（H27）までの国勢調査の結果を基

に推計を行った結果、指数曲線式で、2023 年は 2.77 人/世帯、2040 年は 2.30 人

/世帯とした。 

世帯数は人口÷世帯人員で求め、2023 年で 5,192 世帯（14,382 人/2.77 世帯）、

2040 年は 5,597 世帯（12,873 人/2.30 世帯）となる。 

 

■基本項目 計画年次 2023 年と 2040 年の世帯数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※人 口：2015 年（H27）まで国勢調査  

2023 年（計画年）以外は波佐見町人口ビジョン推計値 

2023 年（計画年）は加重平均値 

世帯数：2015 年（H27）まで国勢調査、2020 年以降推計値 

世帯人員：人口／世帯数 

→推計値 実績値← 
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民営借家等世帯数の合計の推移

・・・・・・・・・・・

・・・・・・・

（世帯）

Ｂ／Ａ 2023年 2040年
総世帯数：Ａ 4,957 5,192 5,597
住宅に住む一般世帯数：Ｂ 4,894 5,125 5,524
施設等の世帯数、住宅以外に住む世帯数 63 1.3% 67 73

2015年（H27）国勢調査（世帯）

98.7%

(2) 民営借家等世帯数 

将来公営住宅へ入居する可能性のある民営借家等の世帯数を推計する。 

住宅に住む一般世帯数の推計値は 2015 年（H27）国勢調査の割合で算出した。 

 

■2023 年、2040 年の住宅に住む一般世帯数：2015 年（H27）の割合 98.7％で算出 

 

 

 

 

推計方法は、将来世帯数に平成 27 年の国勢調査の民営借家等に入居している

世帯割合を乗じることで算出する。 

 

■計画年次2023年に民営借家等に居住する世帯数の推計値               

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■2040年に民営借家等に居住する世帯数の推計値                   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※2015 年（H27）年国勢調査に基づく波佐見町の民営借家等世帯の割合から推計 

307 340
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874 913
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(H22)

2015年

(H27)

2023年

民営借家等世帯数の合計の推移

・・・・・・・・・・・

（世帯）

983 世帯 

913 世帯 

民営借家 給与住宅 備考

世帯数 804 70 ※2015(Ｈ27)国勢調査値

割合 16.4% 1.4%
※2015（H27）国勢調査値の

住宅に住む一般世帯数
4,894世帯に対する割合

2023年世帯数
（推計）

5,125×
0.164

＝841世帯

5,125×
0.014

＝72世帯

※2023年住宅に住む一般世帯数
（推計値）に割合を乗じた値

民営借家等世帯数の合計：913世帯

民営借家 給与住宅 備考

世帯数 804 70 ※2015(Ｈ27)国勢調査値

割合 16.4% 1.4%
※2015（H27）国勢調査値の

住宅に住む一般世帯数
4,894世帯に対する割合

2040年世帯数
（推計）

5,524×
0.164

＝906世帯

5,524×
0.014

＝77世帯

※2040年住宅に住む一般世帯数
（推計値）に割合を乗じた値

民営借家等世帯数の合計：983世帯
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(3) 要援護世帯数 

算出された民営借家等世帯のうち、公営住宅で対応すべき要援護世帯数を算出

した。要援護世帯数は、最低居住面積水準未満世帯でかつ年収 200 万円未満世帯

を対象とした。 

 

■計画年次 2023 年の要援護世帯数の推計値                     

 

         ＝ 

 

 

 

 

 

 

 

■2040 年の要援護世帯数の推計値                         

 

         ＝ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：2013 年（H25）住宅・土地統計調査 

 

※2013 年（H25）住宅・土地統計調査における民営借家等世帯のうち最低居住面積水準世帯率の割

合と年収 200 万円未満の世帯数の割合を、2023 年、2040 年それぞれの民営借家等に居住する世

帯数に乗じて求めている。 

 

× × 今後発生する 

要援護世帯数 

民営借家等 

世帯数 

最低居住面積水準 

未満世帯率 

年収 200 万円未満

世帯率 ＝

13 世帯 × × 913 世帯 12.0％ ＝ 12.0％ 

× × 今後発生する 

要援護世帯数 

民営借家等 

世帯数 

最低居住面積水準 

未満世帯率 

年収 200 万円未満

世帯率 ＝

14 世帯 × × 983 世帯 12.0％ 12.0％ ＝

※1 表－波佐見町の最低居住面積水準世帯 ※2 表－波佐見町の年収 200 万未満の世帯 

※ 1 ※ 2

※ 1 ※ 2

世帯数
最低居住水準
未満世帯数

最低居住水準
未満世帯率

民営借家 450 60 13.3%

給与住宅 50 0 0.0%

合計 500 60 12.0%

民営借家 40

給与住宅 20

合計 60

民営借家・給与住宅世帯数
（500世帯）に対する割合

12.0%

年収200万円未満の世帯数
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(4) 公営住宅ストック数 

現入居世帯数に今後発生する要援護世帯数を合わせると将来ストック数とな

る。ただし、現入居者のうち収入超過等世帯 34 世帯については退去となるため

入居数から除する。 

推計の結果は、2023 年で 284 戸、2040 年で 285 戸となった。 

 

■計画年次 2023 年の公営住宅必要戸数                       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■2040 年の公営住宅必要戸数                           

 

 

 

 

 

 

 

 

※入居世帯数、収入超過世帯数は 2018 年（H30）7 月 1 日現在の数字。 

※収入超過世帯数は、高額所得世帯数を含む。 

（2018 年（H30）7 月 1 日現在、高額所得世帯数は 2） 

※必要戸数は、収入超過世帯を除く現況入居世帯数に、2023 年、2040 年それぞれの要援護世帯数

を加算して求めている。 

 

 

 

 

  

（ 305   -     34  ） 13 世帯 + ＝284 戸 

 
2023 年要援護世帯+ ＝必要戸数 

2018 年 

入居世帯数

2018 年 

収入超過世帯数 
-

（ 305   -     34  ） 14 世帯 + ＝285 戸 

 2040 年要援護世帯+ ＝必要戸数 
2018 年 

入居世帯数
2018 年 

収入超過世帯数 
-
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5－3 活用手法判定 

前節の活用手法選定フローを基本として、本町独自の選定も追加し、団地別住

棟別の判定を行った。 

 

(1) 1 次判定（団地の社会的特性、住棟の物理的特性による判定） 

1 次判定では、「①団地敷地の立地環境等の社会的特性による判定」、「②住棟の

物理的特性による判定」の以下 2 段階で事業手法の仮設定を行った。また、「②

住棟の物理的特性による判定」での詳細な判断は、現地で目視調査を実施した。 

 

表－1 次判定 ①団地敷地の立地環境等の社会的特性による判定の指標 

判定項目 判定内容・選定基準 

①  経年変化による

判定 

公営住宅建替事業の施行の要件を基準に判定する。 

○：目標年度までに耐用年限の 1/2 を超過していない。 

△：目標年度までに耐用年限の 1/2 を超過しているが、 

耐用年限まで 10 年以上 

▲：目標年度までに耐用年限の 1/2 を超過しているが、 

耐用年限まで 10 年未満 

×：目標年度までに耐用年限を超過している。 

②  需要の判定 応募倍率及び空家率の状況等について判定する。 

○：応募倍率１倍以上、空家率１割未満 

－：募集なし若しくは政策空家あり 

×：応募倍率１倍未満、空家率１割以上 

③  効 率 性 の 判 定

（高度利用の必

要性及び可能性

の判定） 

法定建替が可能となる敷地面積 1,000 ㎡以上、都市計画区域を基準

に判定する。 

敷地面積 ○：敷地面積 1,000 ㎡以上 

×：敷地面積 1,000 ㎡未満 

用途地域 ○：都市計画区域内 

－：都市計画区域なし 

×：都市計画区域外 

④  立地の判定 利便性 ○：良い 

×：悪い 

地域バランス ○：問題なし 

×：バランスが悪い 

災害危険区域等

の内外 

○：危険区域外、警戒区域外 

△：警戒区域内 

×：危険区域内、特別警戒区域内 
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○
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○
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■1 次判定① 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■
1
次

判
定

：
①

団
地

敷
地

の
立

地
環

境
等

の
社

会
的

特
性

判
定

表

(和
暦

)
(西

暦
)

1
4

A
棟

簡
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S
4
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1
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3
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簡
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）
×

0
戸

（
0
.0

％
）

○
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～
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率
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表－1 次判定 ②住棟の物理的特性による判定の指標 

判定項目 判定内容・選定基準 

①

安

全

性

の

判

定 

躯体の安全性の判定 ○：建設年度が昭和 57 年以降若しくは、簡易耐震

診断により耐震性が確認されたもの 

●：昭和 56 年以前の建設で耐震診断は行われてい

ないが、壁式構造であるため本計画では耐震あ

りと判断する 

×：建設年度が昭和 56 年以前で簡易耐震診断が行

われていないもの 

二方向避難の確保 ○：二方向避難あり 

×：二方向避難なし 

―：木造、簡平、簡二構造（判定除外） 

建物避難経路の状況 ○：階段幅員 90cm 以上で、階段蹴上 22cm 以下か

つ踏面 21cm 以上 

×：階段幅員 90cm 未満若しくは、階段蹴上 22cm

超または踏面 21cm 未満 

―：木造、簡平、簡二構造（判定除外） 

屋外避難施設の整備状況 屋外消火施設、屋外避難経路、避難経路の照明等 

○：問題なし 

△：陳腐化 

×：未整備 

バルコニー手摺の劣化状況 ○：問題なし 

×：サビ等問題あり 

―：バルコニーがない 

②

居

住

性

の

判

定 

居住水準（最低居住水準 3 人

世帯で住戸面積 40 ㎡以上）

○：40 ㎡以上 

×：40 ㎡未満 

屋上防水 ○：問題なし 

△：陳腐化 

×：不備 

外壁の劣化状況 ○：問題なし 

△：軽微なひび割れあり 

×：ひび割れあり 

３箇所給湯 

（台所、洗面所、風呂） 

○：整備済 

×：未整備 

給水方式 直送：直送方式 

地上：地上式水槽 

高置：高置水槽方式 

地上+高置：地上式水槽から高置水槽 
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判定項目 判定内容・選定基準 

②

居

住

性

の

判

定 

便所の水洗化 ○：公共下水若しくは浄化槽 

×：汲み取り 

雨水排水施設 ○：問題なし 

△：陳腐化 

×：不備 

開口部の劣化 ○：問題なし 

×：腐食あり 

集会所 ○：団地内若しくは近隣にある 

△：団地内にあるが、施設が老朽化している 

×：団地内にも近隣にもなし 

児童公園 ○：団地内若しくは近隣にあり、施設も問題なし 

△：団地内にあるが、施設が老朽化している 

×：団地内にも近隣にもなし 

駐車場 ○：問題なし 

△：陳腐化 

×：不足 

駐輪場 ○：問題なし 

△：陳腐化 

×：不足 

③

福

祉

対

応

の

判

定 

エレベーターの有無 ○：整備済み 

△：陳腐化 

―：2 階建て以下 

×：未整備 

浴室、便所の手摺 ○：設置済み 

×：未設置 

共用部の手摺 ○：設置済み 

△：陳腐化 

―：共用部がない 

×：未設置 

エントランスの段差 ○：問題なし 

×：不備 
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■1 次判定② ※赤字は整備検討を要する 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

■
1
次

判
定

：
②

住
棟

の
物

理
的

特
性

に
よ

る
判

定
●

：
Ｓ

5
6
年

以
前

の
建

設
で

耐
震

診
断

は
行

わ
れ

て
い

な
い

が
、

壁
式

構
造

で
あ

る
た

め
本

計
画

で
は

耐
震

あ
り

と
判

断
す

る
。

(和
暦

)
(西

暦
)

1
. 
折

敷
瀬

団
地

1
1
2

ー
低

耐
H
1
0

1
9
9
8

7
0

2
6

○
○

-
-

○
○

△
○

○
○

△
○

直
送

○
○

○
○

△
△

○
×

-
○

○
○

○
優

先
的

な
対

応
が

必
要

（
改

善
可

能
）

1
8

A
棟

低
耐

H
1
8

2
0
0
6

7
0

1
8

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

△
○

直
送

○
○

○
○

○
○

○
○

-
○

○
○

○
改

善
が

必
要

1
8

B
棟

低
耐

H
1
8

2
0
0
6

7
0

1
8

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

△
○

直
送

○
○

○
○

○
○

○
○

-
○

○
○

○
改

善
が

必
要

1
1
2

C
棟

低
耐

H
2
1

2
0
0
9

7
0

1
5

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

直
送

○
○

○
○

○
○

○
○

-
○

○
○

○
改

善
不

要

1
8

D
棟

低
耐

H
2
0

2
0
0
8

7
0

1
6

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

直
送

○
○

○
○

○
○

○
○

-
○

○
○

○
改

善
不

要

1
8

E
棟

低
耐

H
1
9

2
0
0
7

7
0

1
7

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

直
送

○
○

○
○

○
○

○
○

-
○

○
○

○
改

善
不

要

1
8

F
棟

低
耐

H
1
9

2
0
0
7

7
0

1
7

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

直
送

○
○

○
○

○
○

○
○

-
○

○
○

○
改

善
不

要

1
8

G
棟

低
耐

H
1
8

2
0
0
6

7
0

1
8

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

△
○

直
送

○
○

○
○

○
○

○
○

-
○

○
○

○
改

善
が

必
要

1
1
2

A
棟

中
耐

H
2
7

2
0
1
5

7
0

9
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○
直

送
○

○
○

○
○

○
○

○
×

○
○

○
○

改
善

不
要

1
1
6

B
棟

中
耐

H
2
7

2
0
1
5

7
0

9
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○
直

送
○

○
○

○
○

○
○

○
×

○
○

○
○

改
善

不
要

1
8

C
棟

低
耐

H
2
5

2
0
1
3

7
0

1
1

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

直
送

○
○

○
○

○
○

○
○

-
○

○
○

○
改

善
不

要

1
1
0

D
棟

低
耐

H
2
5

2
0
1
3

7
0

1
1

○
○

○
○

○
○

○
○

×
○

○
○

直
送

○
○

○
○

○
○

○
○

-
○

○
○

○
改

善
不

要

1
8

E
棟

低
耐

H
2
5

2
0
1
3

7
0

1
1

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

直
送

○
○

○
○

○
○

○
○

-
○

○
○

○
改

善
不

要

1
8

F
棟

低
耐

H
2
5

2
0
1
3

7
0

1
1

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

直
送

○
○

○
○

○
○

○
○

-
○

○
○

○
改

善
不

要

1
8

G
棟

低
耐

H
2
3

2
0
1
1

7
0

1
3

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

○
○

直
送

○
○

○
○

○
○

○
○

-
○

○
○

○
改

善
不

要

1
2

A
棟

簡
平

S
4
6

1
9
7
1

3
0

5
3

×
●

-
-

△
○

○
-

×
△

×
×

直
送

×
△

○
○

○
△

△
×

-
×

○
-

○
優

先
的

な
対

応
が

必
要

（
改

善
不

可
能

）

1
4

B
棟

簡
平

S
4
6

1
9
7
1

3
0

5
3

×
●

-
-

△
○

○
-

×
△

×
×

直
送

×
△

○
○

○
△

△
×

-
×

○
-

○
優

先
的

な
対

応
が

必
要

（
改

善
不

可
能

）

1
4

C
棟

簡
平

S
4
6

1
9
7
1

3
0

5
3

×
●

-
-

△
○

○
-

×
△

×
×

直
送

×
△

○
○

○
△

△
×

-
×

○
-

○
優

先
的

な
対

応
が

必
要

（
改

善
不

可
能

）

1
4

D
棟

簡
平

S
4
6

1
9
7
1

3
0

5
3

×
●

-
-

△
○

○
-

×
△

×
×

直
送

×
△

○
○

○
△

△
×

-
×

○
-

○
優

先
的

な
対

応
が

必
要

（
改

善
不

可
能

）

1
2

E
棟

簡
平

S
4
6

1
9
7
1

3
0

5
3

×
●

-
-

△
○

○
-

×
△

×
×

直
送

×
△

○
○

○
△

△
×

-
×

○
-

○
優

先
的

な
対

応
が

必
要

（
改

善
不

可
能

）

1
3

F
棟

簡
平

S
4
5

1
9
7
0

3
0

5
4

×
●

-
-

△
○

○
-

×
△

×
×

直
送

×
△

○
○

○
△

△
×

-
×

○
-

○
優

先
的

な
対

応
が

必
要

（
改

善
不

可
能

）

1
5

G
棟

簡
平

S
4
5

1
9
7
0

3
0

5
4

×
●

-
-

△
○

○
-

×
△

×
×

直
送

×
△

○
○

○
△

△
×

-
×

○
-

○
優

先
的

な
対

応
が

必
要

（
改

善
不

可
能

）

1
3

H
棟

簡
平

S
4
5

1
9
7
0

3
0

5
4

×
●

-
-

△
○

○
-

×
△

×
×

直
送

×
△

○
○

○
△

△
×

-
×

○
-

○
優

先
的

な
対

応
が

必
要

（
改

善
不

可
能

）

1
5

I棟
簡

平
S
4
5

1
9
7
0

3
0

5
4

×
●

-
-

△
○

○
-

×
△

×
×

直
送

×
△

○
○

○
△

△
×

-
×

○
-

○
優

先
的

な
対

応
が

必
要

（
改

善
不

可
能

）

1
4

J
棟

簡
平

S
4
5

1
9
7
0

3
0

5
4

×
●

-
-

△
○

○
-

×
△

×
×

直
送

×
△

○
○

○
△

△
×

-
×

○
-

○
優

先
的

な
対

応
が

必
要

（
改

善
不

可
能

）

1
5

K
棟

簡
平

S
4
4

1
9
6
9

3
0

5
5

×
●

-
-

△
○

○
-

×
△

×
×

直
送

×
△

○
○

○
△

△
×

-
×

○
-

○
優

先
的

な
対

応
が

必
要

（
改

善
不

可
能

）

1
5

L
棟

簡
平

S
4
4

1
9
6
9

3
0

5
5

×
●

-
-

△
○

○
-

×
△

×
×

直
送

×
△

○
○

○
△

△
×

-
×

○
-

○
優

先
的

な
対

応
が

必
要

（
改

善
不

可
能

）

経
過

年
数

耐 用 年 限

2
0
2
3

年
経

過
年

数

判 定

建 設 年 度

構 　 造

棟 番 号

団 地 名

棟 　 数

管 理 戸 数

開
口

部
(窓

)

2
. 
山

崎
団

地

3
. 
鹿

山
団

地

4
. 
小

石
原

団
地

安
全

性

屋
外

避
難

経
路

屋
上

防
水

３
箇

所
給

湯
外

壁
劣

化
躯

体
の

安
全

性

居
住

水
準

4
0
㎡

以
上

屋
外

消
火

施
設

建
物

避
難

経
路

二
方

向
避

難

屋
外

避
難

経
路

照
明

ﾊ
ﾞﾙ

ｺ
ﾆ

ｰ
手

摺

1
次

②

判
定

結
果

児
童

公
園

駐
輪

場
ｴ

ﾚ
ﾍ

ﾞｰ
ﾀ
ｰ

福
祉

対
応

居
住

性

給
水

方
式

雨
水

排
水

処
理

共
用

部
手

摺
ｴ

ﾝ
ﾄﾗ

ﾝ
ｽ

段
差

開
口

部
(ド

ア
)

集
会

所
水

洗
化

駐
車

場
浴

室
手

摺
便

所
手

摺
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■
1
次

判
定

：
②

住
棟

の
物

理
的

特
性

に
よ

る
判

定
●

：
Ｓ

5
6
年

以
前

の
建

設
で

耐
震

診
断

は
行

わ
れ

て
い

な
い

が
、

壁
式

構
造

で
あ

る
た

め
本

計
画

で
は

耐
震

あ
り

と
判

断
す

る
。

(和
暦

)
(西

暦
)

1
4

A
棟

簡
平

S
4
7

1
9
7
2

3
0

5
2

×
●

-
-

○
○

○
-

×
△

×
○

直
送

×
△

○
○

×
○

△
×

-
×

×
-

×
優

先
的

な
対

応
が

必
要

（
改

善
不

可
能

）

1
4

B
棟

簡
平

S
4
7

1
9
7
2

3
0

5
2

×
●

-
-

○
○

○
-

×
△

×
×

直
送

×
△

○
○

×
○

△
×

-
×

×
-

×
優

先
的

な
対

応
が

必
要

（
改

善
不

可
能

）

1
4

A
棟

簡
平

S
4
7

1
9
7
2

3
0

5
2

×
●

-
-

○
○

○
-

×
△

△
×

直
送

×
○

○
○

△
×

△
×

-
×

×
-

○
優

先
的

な
対

応
が

必
要

（
改

善
不

可
能

）

1
4

B
棟

簡
平

S
4
7

1
9
7
2

3
0

5
2

×
●

-
-

○
○

○
-

×
△

△
×

直
送

×
○

○
○

△
×

△
×

-
×

×
-

○
優

先
的

な
対

応
が

必
要

（
改

善
不

可
能

）

1
5

A
棟

簡
平

S
4
8

1
9
7
3

3
0

5
1

×
●

-
-

○
○

○
-

×
○

△
×

直
送

×
○

○
○

○
×

△
×

-
×

×
-

×
優

先
的

な
対

応
が

必
要

（
改

善
不

可
能

）

1
5

B
棟

簡
平

S
4
8

1
9
7
3

3
0

5
1

×
●

-
-

○
○

○
-

×
○

△
×

直
送

×
○

○
○

○
×

△
×

-
×

×
-

×
優

先
的

な
対

応
が

必
要

（
改

善
不

可
能

）

1
5

A
棟

簡
平

S
4
9

1
9
7
4

3
0

5
0

×
●

-
-

○
○

○
-

○
△

×
×

直
送

×
○

○
○

△
×

△
×

-
×

×
-

×
優

先
的

な
対

応
が

必
要

（
改

善
不

可
能

）

1
5

B
棟

簡
平

S
4
9

1
9
7
4

3
0

5
0

×
●

-
-

○
○

○
-

○
△

×
×

直
送

×
○

○
○

△
×

△
×

-
×

×
-

×
優

先
的

な
対

応
が

必
要

（
改

善
不

可
能

）

1
5

A
棟

簡
二

S
5
4

1
9
7
9

4
5

4
5

▲
●

○
-

○
○

○
○

○
○

△
×

直
送

○
○

○
○

○
△

△
×

-
○

○
-

○
優

先
的

な
対

応
が

必
要

（
改

善
不

可
能

）

1
5

B
棟

簡
二

S
5
4

1
9
7
9

4
5

4
5

▲
●

○
-

○
○

○
○

○
○

△
×

直
送

○
○

○
○

○
△

△
×

-
○

○
-

○
優

先
的

な
対

応
が

必
要

（
改

善
不

可
能

）

1
5

C
棟

簡
二

S
5
4

1
9
7
9

4
5

4
5

▲
●

○
-

○
○

○
○

○
○

△
×

直
送

○
○

○
○

○
△

△
×

-
○

○
-

○
優

先
的

な
対

応
が

必
要

（
改

善
不

可
能

）

1
5

D
棟

簡
二

S
5
4

1
9
7
9

4
5

4
5

▲
●

○
-

○
○

○
○

○
○

△
×

直
送

○
○

○
○

○
△

△
×

-
○

○
-

○
優

先
的

な
対

応
が

必
要

（
改

善
不

可
能

）

1
5

E
棟

簡
二

S
5
5

1
9
8
0

4
5

4
4

▲
●

○
-

○
○

○
○

○
○

○
×

直
送

○
○

○
○

○
△

△
×

-
○

○
-

×
優

先
的

な
対

応
が

必
要

（
改

善
不

可
能

）

1
5

F
棟

簡
二

S
5
5

1
9
8
0

4
5

4
4

▲
●

○
-

○
○

○
○

○
○

○
×

直
送

○
○

○
○

○
△

△
×

-
○

○
-

×
優

先
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(2) 2 次判定（1 次判定において事業手法・管理方針の判断を留保した団地・

住棟の事業手法の仮設定） 

2 次判定では、1 次判定において事業手法・管理方針の判断を留保した団地・

住棟を対象として、「①ライフサイクルコスト（以降 LCC と記載）効果と建替事

業試算による判定」、「②将来ストック量の過不足による判定」の以下 2 段階から

事業手法の仮設定を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表－2 次判定 ①LCC 効果と建替事業試算による判定の指標【Ａグループ対象】 

判定項目 判定内容・選定基準 

LCC 改善効果 ・改善事業を実施する場合と建替事業を実施する場合の LCC を比較

する。改善事業よりも建替事業を実施する方が LCC が縮減できる場

合に、事業手法を建替と仮設定する。 

建替事業試算 ・1 次判定において、継続管理団地で優先的対応が必要と評価された

団地について、計画期間内の建替事業を試算する。 

表－2 次判定 ②将来ストック量の過不足による判定の指標【Ｂグループ対象】 

判定項目 判定内容・選定基準 

将 来 ス ト ッ ク 量

の過不足 

・Ｂグループに該当する団地・住棟について、需要、効率性、立地等

を勘案し、将来的な活用にあたっての優先順位を定める。  

・現在の管理戸数と推計した将来のストック量を比較し、将来的な

ストックの過不足量を試算する。 

 

 

 

 

 

 

1次判定②

1次判定①

継続管理する団地 維持管理 改善、又は建替
優先的な改善、

又は優先的な建替
優先的な建替

継続管理について
判断を留保する団地

維持管理、
又は用途廃止

改善、建替、
又は用途廃止

優先的な改善、
優先的な建替、

又は優先的な用途廃止

優先的な建替、
又は優先的な用途廃止

優先的な対応が必要
（改善可能）

優先的な対応が必要
（改善不可能）

改善不要 改善が必要

Ａグループ

継続管理する団地のうち、

改善か建替かの判断を留保する団地・住棟

Ｂグループ

継続管理について判断を留保する団地

継続管理する団地 改善 建替 優先的な改善 優先的な建替 優先的な建替

当面管理する団地
（建替を前提としない）

当面
維持管理

用途廃止
改善し

当面維持管理
用途廃止

優先的に改善し
当面維持管理

優先的な
用途廃止

優先的な用途廃止

優先的な対応が必要
（改善不可能）

改善不要 改善が必要

維持管理

優先的な対応が必要
（改善可能）

新規
整備

図－1 次判定①及び②の検討結果に応じた事業手法の仮設定 

図－2 次判定①及び②の検討結果を踏まえた事業手法の仮設定
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■2 次判定表 
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ル
ー

プ
優

先
的

な
建

替
、

又
は

優
先

的
な

用
途

廃
止

－
継

続
管

理
す

る
団

地
優

先
的

な
建

替

1
5

I棟
簡

平
S
4
5

1
9
7
0

3
0

5
4

×
継

続
管

理
に

つ
い

て
判

断
を

留
保

す
る

団
地

 
優

先
的

な
対

応
が

必
要

（
改

善
不

可
能

）
B
グ

ル
ー

プ
優

先
的

な
建

替
、

又
は

優
先

的
な

用
途

廃
止

－
継

続
管

理
す

る
団

地
優

先
的

な
建

替

1
4

J
棟

簡
平

S
4
5

1
9
7
0

3
0

5
4

×
継

続
管

理
に

つ
い

て
判

断
を

留
保

す
る

団
地

 
優

先
的

な
対

応
が

必
要

（
改

善
不

可
能

）
B
グ

ル
ー

プ

優
先

的
な

建
替

、
又

は
優

先
的

な
用

途
廃

止
－

継
続

管
理

す
る

団
地

優
先

的
な

建
替

1
5

K
棟

簡
平

S
4
4

1
9
6
9

3
0

5
5

×
継

続
管

理
に

つ
い

て
判

断
を

留
保

す
る

団
地

 
優

先
的

な
対

応
が

必
要

（
改

善
不

可
能

）
B
グ

ル
ー

プ
優

先
的

な
建

替
、

又
は

優
先

的
な

用
途

廃
止

－
継

続
管

理
す

る
団

地
優

先
的

な
建

替

1
5

L
棟

簡
平

S
4
4

1
9
6
9

3
0

5
5

×
継

続
管

理
に

つ
い

て
判

断
を

留
保

す
る

団
地

 
優

先
的

な
対

応
が

必
要

（
改

善
不

可
能

）
B
グ

ル
ー

プ
優

先
的

な
建

替
、

又
は

優
先

的
な

用
途

廃
止

－
継

続
管

理
す

る
団

地
優

先
的

な
建

替

１
次

②
判

定
結

果
１

次
判

定
に

お
け

る
仮

設
定

2
次

判
定

に
お

け
る

仮
設

定

Ａ
グ

ル
ー

プ
対

象
Ｂ

グ
ル

ー
プ

対
象

１
次

判
定

結
果

2
次

①
判

定
2
次

②
判

定

改
善

事
業

、
建

替
事

業
の

仮
設

定
将

来
ス

ト
ッ

ク
の

過
不

足
１

次
①

判
定

結
果

4
. 
小

石
原

団
地

3
. 
鹿

山
団

地

2
. 
山

崎
団

地

耐
用

年
限

建 設 年 度

2
0
2
3

年
経

過
年

数

判 定

経
過

年
数

団 地 名

棟 　 数

管 理 戸 数

棟 番 号

構 　 造
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■2 次判定表 

  

■
2
次

判
定

：
1
次

判
定

に
お

い
て

事
業

手
法

・
管

理
方

針
の

判
断

を
留

保
し

た
団

地
・

住
棟

の
事

業
手

法
の

仮
設

定

(和
暦

)
(西

暦
)

1
4

A
棟

簡
平

S
4
7

1
9
7
2

3
0

5
2

×
継

続
管

理
に

つ
い

て
判

断
を

留
保

す
る

団
地

 
優

先
的

な
対

応
が

必
要

（
改

善
不

可
能

）
B
グ

ル
ー

プ
優

先
的

な
建

替
、

又
は

優
先

的
な

用
途

廃
止

－
当

面
管

理
す

る
団

地
（

建
替

を
前

提
と

し
な

い
）

優
先

的
な

用
途

廃
止

1
4

B
棟

簡
平

S
4
7

1
9
7
2

3
0

5
2

×
継

続
管

理
に

つ
い

て
判

断
を

留
保

す
る

団
地

 
優

先
的

な
対

応
が

必
要

（
改

善
不

可
能

）
B
グ

ル
ー

プ

優
先

的
な

建
替

、
又

は
優

先
的

な
用

途
廃

止
－

当
面

管
理

す
る

団
地

（
建

替
を

前
提

と
し

な
い

）
優

先
的

な
用

途
廃

止

1
4

A
棟

簡
平

S
4
7

1
9
7
2

3
0

5
2

×
継

続
管

理
す

る
団

地
 

優
先

的
な

対
応

が
必

要
（

改
善

不
可

能
）

優
先

的
な

建
替

－
－

優
先

的
な

建
替

1
4

B
棟

簡
平

S
4
7

1
9
7
2

3
0

5
2

×
継

続
管

理
す

る
団

地
 

優
先

的
な

対
応

が
必

要
（

改
善

不
可

能
）

優
先

的
な

建
替

－
－

優
先

的
な

建
替

1
5

A
棟

簡
平

S
4
8

1
9
7
3

3
0

5
1

×
継

続
管

理
に

つ
い

て
判

断
を

留
保

す
る

団
地

 
優

先
的

な
対

応
が

必
要

（
改

善
不

可
能

）
B
グ

ル
ー

プ
優

先
的

な
建

替
、

又
は

優
先

的
な

用
途

廃
止

－
継

続
管

理
す

る
団

地
優

先
的

な
建

替

1
5

B
棟

簡
平

S
4
8

1
9
7
3

3
0

5
1

×
継

続
管

理
に

つ
い

て
判

断
を

留
保

す
る

団
地

 
優

先
的

な
対

応
が

必
要

（
改

善
不

可
能

）
B
グ

ル
ー

プ

優
先

的
な

建
替

、
又

は
優

先
的

な
用

途
廃

止
－

継
続

管
理

す
る

団
地

優
先

的
な

建
替

1
5

A
棟

簡
平

S
4
9

1
9
7
4

3
0

5
0

×
継

続
管

理
に

つ
い

て
判

断
を

留
保

す
る

団
地

 
優

先
的

な
対

応
が

必
要

（
改

善
不

可
能

）
B
グ

ル
ー

プ
優

先
的

な
建

替
、

又
は

優
先

的
な

用
途

廃
止

－
当

面
管

理
す

る
団

地
（

建
替

を
前

提
と

し
な

い
）

優
先

的
な

用
途

廃
止

1
5

B
棟

簡
平

S
4
9

1
9
7
4

3
0

5
0

×
継

続
管

理
に

つ
い

て
判

断
を

留
保

す
る

団
地

 
優

先
的

な
対

応
が

必
要

（
改

善
不

可
能

）
B
グ

ル
ー

プ
優

先
的

な
建

替
、

又
は

優
先

的
な

用
途

廃
止

－
当

面
管

理
す

る
団

地
（

建
替

を
前

提
と

し
な

い
）

優
先

的
な

用
途

廃
止

1
5

A
棟

簡
二

S
5
4

1
9
7
9

4
5

4
5

▲
継

続
管

理
す

る
団

地
 

優
先

的
な

対
応

が
必

要
（

改
善

不
可

能
）

優
先

的
な

建
替

－
－

優
先

的
な

建
替

1
5

B
棟

簡
二

S
5
4

1
9
7
9

4
5

4
5

▲
継

続
管

理
す

る
団

地
 

優
先

的
な

対
応

が
必

要
（

改
善

不
可

能
）

優
先

的
な

建
替

－
－

優
先

的
な

建
替

1
5

C
棟

簡
二

S
5
4

1
9
7
9

4
5

4
5

▲
継

続
管

理
す

る
団

地
 

優
先

的
な

対
応

が
必

要
（

改
善

不
可

能
）

優
先

的
な

建
替

－
－

優
先

的
な

建
替

1
5

D
棟

簡
二

S
5
4

1
9
7
9

4
5

4
5

▲
継

続
管

理
す

る
団

地
 

優
先

的
な

対
応

が
必

要
（

改
善

不
可

能
）

優
先

的
な

建
替

－
－

優
先

的
な

建
替

1
5

E
棟

簡
二

S
5
5

1
9
8
0

4
5

4
4

▲
継

続
管

理
す

る
団

地
 

優
先

的
な

対
応

が
必

要
（

改
善

不
可

能
）

優
先

的
な

建
替

－
－

優
先

的
な

建
替

1
5

F
棟

簡
二

S
5
5

1
9
8
0

4
5

4
4

▲
継

続
管

理
す

る
団

地
 

優
先

的
な

対
応

が
必

要
（

改
善

不
可

能
）

優
先

的
な

建
替

－
－

優
先

的
な

建
替

1
5

G
棟

簡
二

S
5
5

1
9
8
0

4
5

4
4

▲
継

続
管

理
す

る
団

地
 

優
先

的
な

対
応

が
必

要
（

改
善

不
可

能
）

優
先

的
な

建
替

－
－

優
先

的
な

建
替

1
5

H
棟

簡
二

S
5
5

1
9
8
0

4
5

4
4

▲
継

続
管

理
す

る
団

地
 

優
先

的
な

対
応

が
必

要
（

改
善

不
可

能
）

優
先

的
な

建
替

－
－

優
先

的
な

建
替

1
5

A
棟

簡
二

S
5
9

1
9
8
4

4
5

4
0

△
継

続
管

理
す

る
団

地
改

善
が

必
要

A
グ

ル
ー

プ

改
善

、
又

は
建

替
改

善
が

必
要

－
改

善

1
5

B
棟

簡
二

S
5
9

1
9
8
4

4
5

4
0

△
継

続
管

理
す

る
団

地
改

善
が

必
要

A
グ

ル
ー

プ
改

善
、

又
は

建
替

改
善

が
必

要
－

改
善

1
5

C
棟

簡
二

S
5
9

1
9
8
4

4
5

4
0

△
継

続
管

理
す

る
団

地
改

善
が

必
要

A
グ

ル
ー

プ
改

善
、

又
は

建
替

改
善

が
必

要
－

改
善

1
5

D
棟

簡
二

S
5
9

1
9
8
4

4
5

4
0

△
継

続
管

理
す

る
団

地
改

善
が

必
要

A
グ

ル
ー

プ

改
善

、
又

は
建

替
改

善
が

必
要

－
改

善

1
5

E
棟

簡
二

S
6
0

1
9
8
5

4
5

3
9

△
継

続
管

理
す

る
団

地
改

善
が

必
要

A
グ

ル
ー

プ

改
善

、
又

は
建

替
改

善
が

必
要

－
改

善

1
5

F
棟

簡
二

S
6
0

1
9
8
5

4
5

3
9

△
継

続
管

理
す

る
団

地
 

優
先

的
な

対
応

が
必

要
（

改
善

可
能

）
A

グ
ル

ー
プ

優
先

的
な

改
善

、
又

は
優

先
的

な
建

替
優

先
的

な
改

善
が

必
要

－
優

先
的

な
改

善

1
5

G
棟

簡
二

S
6
0

1
9
8
5

4
5

3
9

△
継

続
管

理
す

る
団

地
 

優
先

的
な

対
応

が
必

要
（

改
善

可
能

）
A

グ
ル

ー
プ

優
先

的
な

改
善

、
又

は
優

先
的

な
建

替
優

先
的

な
改

善
が

必
要

－
優

先
的

な
改

善

1
5

H
棟

簡
二

S
6
2

1
9
8
7

4
5

3
7

△
継

続
管

理
す

る
団

地
改

善
が

必
要

A
グ

ル
ー

プ

改
善

、
又

は
建

替
改

善
が

必
要

－
改

善

1
5

I棟
簡

二
S
6
2

1
9
8
7

4
5

3
7

△
継

続
管

理
す

る
団

地
改

善
が

必
要

A
グ

ル
ー

プ
改

善
、

又
は

建
替

改
善

が
必

要
－

改
善

1
5

J
棟

簡
二

S
6
2

1
9
8
7

4
5

3
7

△
継

続
管

理
す

る
団

地
改

善
が

必
要

A
グ

ル
ー

プ
改

善
、

又
は

建
替

改
善

が
必

要
－

改
善

１
次

②
判

定
結

果
１

次
判

定
に

お
け

る
仮

設
定

2
次

判
定

に
お

け
る

仮
設

定

Ａ
グ

ル
ー

プ
対

象
Ｂ

グ
ル

ー
プ

対
象

１
次

判
定

結
果

2
次

①
判

定
2
次

②
判

定

改
善

事
業

、
建

替
事

業
の

仮
設

定
将

来
ス

ト
ッ

ク
の

過
不

足
１

次
①

判
定

結
果

1
0
. 
協

和
団

地

9
. 
江

良
山

団
地

8
. 
皿

山
南

団
地

7
. 
永

尾
団

地

6
. 
長

野
団

地

5
. 
中

尾
団

地

耐
用

年
限

建 設 年 度

2
0
2
3

年

経
過

年
数

判 定

経
過

年
数

団 地 名

棟 　 数

管 理 戸 数

棟 番 号

構 　 造
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(和暦) (西暦)

1. 折敷瀬団地 1 12 ー 低耐 H10 1998 70 26
Bグループ

優先的な改善、優先的な建替、又は優先的な
用途廃止

優先的な改善

1 8 A棟 低耐 H18 2006 70 18
Aグループ

改善、又は建替
改善

1 8 B棟 低耐 H18 2006 70 18
Aグループ

改善、又は建替
改善

1 12 C棟 低耐 H21 2009 70 15 維持管理 維持管理

1 8 D棟 低耐 H20 2008 70 16 維持管理 維持管理

1 8 E棟 低耐 H19 2007 70 17 維持管理 維持管理

1 8 F棟 低耐 H19 2007 70 17 維持管理 維持管理

1 8 G棟 低耐 H18 2006 70 18
Aグループ

改善、又は建替
改善

1 12 A棟 中耐 H27 2015 70 9 維持管理 維持管理

1 16 B棟 中耐 H27 2015 70 9 維持管理 維持管理

1 8 C棟 低耐 H25 2013 70 11 維持管理 維持管理

1 10 D棟 低耐 H25 2013 70 11 維持管理 維持管理

1 8 E棟 低耐 H25 2013 70 11 維持管理 維持管理

1 8 F棟 低耐 H25 2013 70 11 維持管理 維持管理

1 8 G棟 低耐 H23 2011 70 13 維持管理 維持管理

1 2 A棟 簡平 S46 1971 30 53
Bグループ

優先的な建替、又は優先的な用途廃止
優先的な建替

1 4 B棟 簡平 S46 1971 30 53
Bグループ

優先的な建替、又は優先的な用途廃止
優先的な建替

1 4 C棟 簡平 S46 1971 30 53
Bグループ

優先的な建替、又は優先的な用途廃止
優先的な建替

1 4 D棟 簡平 S46 1971 30 53
Bグループ

優先的な建替、又は優先的な用途廃止
優先的な建替

1 2 E棟 簡平 S46 1971 30 53
Bグループ

優先的な建替、又は優先的な用途廃止
優先的な建替

1 3 F棟 簡平 S45 1970 30 54
Bグループ

優先的な建替、又は優先的な用途廃止
優先的な建替

1 5 G棟 簡平 S45 1970 30 54
Bグループ

優先的な建替、又は優先的な用途廃止
優先的な建替

1 3 H棟 簡平 S45 1970 30 54
Bグループ

優先的な建替、又は優先的な用途廃止
優先的な建替

1 5 I棟 簡平 S45 1970 30 54
Bグループ

優先的な建替、又は優先的な用途廃止
優先的な建替

1 4 J棟 簡平 S45 1970 30 54
Bグループ

優先的な建替、又は優先的な用途廃止
優先的な建替

1 5 K棟 簡平 S44 1969 30 55
Bグループ

優先的な建替、又は優先的な用途廃止
優先的な建替

1 5 L棟 簡平 S44 1969 30 55
Bグループ

優先的な建替、又は優先的な用途廃止
優先的な建替

2次判定における
仮設定耐用

年限

2023
年

経過
年数

団
地
名

棟
　
数

管
理
戸
数

棟
番
号

構
　
造

建
設
年
度

１次判定における
仮設定

2. 山崎団地

3. 鹿山団地

4. 小石原団地

経過年数

■2 次判定による仮設定のまとめ 
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(和暦) (西暦)

1 4 A棟 簡平 S47 1972 30 52
Bグループ

優先的な建替、又は優先的な用途廃止
優先的な用途廃止

1 4 B棟 簡平 S47 1972 30 52
Bグループ

優先的な建替、又は優先的な用途廃止
優先的な用途廃止

1 4 A棟 簡平 S47 1972 30 52 優先的な建替 優先的な建替

1 4 B棟 簡平 S47 1972 30 52 優先的な建替 優先的な建替

1 5 A棟 簡平 S48 1973 30 51
Bグループ

優先的な建替、又は優先的な用途廃止
優先的な建替

1 5 B棟 簡平 S48 1973 30 51
Bグループ

優先的な建替、又は優先的な用途廃止
優先的な建替

1 5 A棟 簡平 S49 1974 30 50
Bグループ

優先的な建替、又は優先的な用途廃止
優先的な用途廃止

1 5 B棟 簡平 S49 1974 30 50
Bグループ

優先的な建替、又は優先的な用途廃止
優先的な用途廃止

1 5 A棟 簡二 S54 1979 45 45 優先的な建替 優先的な建替

1 5 B棟 簡二 S54 1979 45 45 優先的な建替 優先的な建替

1 5 C棟 簡二 S54 1979 45 45 優先的な建替 優先的な建替

1 5 D棟 簡二 S54 1979 45 45 優先的な建替 優先的な建替

1 5 E棟 簡二 S55 1980 45 44 優先的な建替 優先的な建替

1 5 F棟 簡二 S55 1980 45 44 優先的な建替 優先的な建替

1 5 G棟 簡二 S55 1980 45 44 優先的な建替 優先的な建替

1 5 H棟 簡二 S55 1980 45 44 優先的な建替 優先的な建替

1 5 A棟 簡二 S59 1984 45 40
Aグループ

改善、又は建替
改善

1 5 B棟 簡二 S59 1984 45 40
Aグループ

改善、又は建替
改善

1 5 C棟 簡二 S59 1984 45 40
Aグループ

改善、又は建替
改善

1 5 D棟 簡二 S59 1984 45 40
Aグループ

改善、又は建替
改善

1 5 E棟 簡二 S60 1985 45 39
Aグループ

改善、又は建替
改善

1 5 F棟 簡二 S60 1985 45 39
Aグループ

優先的な改善、又は優先的な建替
優先的な改善

1 5 G棟 簡二 S60 1985 45 39
Aグループ

優先的な改善、又は優先的な建替
優先的な改善

1 5 H棟 簡二 S62 1987 45 37
Aグループ

改善、又は建替
改善

1 5 I棟 簡二 S62 1987 45 37
Aグループ

改善、又は建替
改善

1 5 J棟 簡二 S62 1987 45 37
Aグループ

改善、又は建替
改善

2次判定における
仮設定耐用

年限

2023
年

経過
年数

団
地
名

棟
　
数

管
理
戸
数

棟
番
号

構
　
造

建
設
年
度

8. 皿山南団地

9. 江良山団地

10. 協和団地

１次判定における
仮設定

5. 中尾団地

6. 長野団地

7. 永尾団地

経過年数

■2 次判定による仮設定のまとめ 
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(3) 3 次判定（計画期間における事業手法の決定） 

3 次判定では、1 次判定及び 2 次判定による各住棟別の適用手法候補の判定過

程及び長期的管理を踏まえ、本計画における事業手法の最終判定を行った。 

 

表－3 次判定の指標 

判定項目 判定内容・選定基準 

公 営 住 宅 等 長 寿

命 化 計 画 （ Ｈ

26.3）との整合 

前計画である公営住宅等長寿命化計画（Ｈ26.3）での活用手法及び事

業進捗状況等を踏まえ検討する。 

1. 集約・再編等の

可 能 性 を 踏 ま え

た団地・住棟の事

業手法の再判定 

【団地単位での効率的活用に関する検討】 

 改善、建替と判定された住棟が混在する団地において、より効率的

な事業実施が可能となる場合は判定の見直しを検討する。また、事

業実施時期の調整も行う。 

【集約・再編等の可能性に関する検討】 

 一定の地域において複数の団地が存在する場合等は、地域の実情

を踏まえて集約・再編等の可能性を検討する。 

【地域ニーズへの対応等の総合的な検討】 

地域ニーズに応じた施設導入、地域におけるソーシャルミックス

の実現等のため、次のような視点（例示）から総合的な検討を行い、

事業の内容や実施時期等を設定する。 

①まちづくりの視点  

②地域単位の視点・他の事業主体等との連携の視点 

2. 事 業 費 の 試 算

及 び 事 業 実 施 時

期の調整検討 

【事業費の試算】 

 中長期的な期間（30 年程度）内の全ての新規整備事業、改善事業、

建替事業、用途廃止事業にかかる費用を試算する。 

【事業実施時期の調整】 

 事業費の試算の結果、一定の時期に事業費が集中するなど円滑に

事業を実施することが困難と判断される場合等は、事業実施時期

を調整する。 

3. 長 期 的 な 管 理

の見通しの作成 

【30 年程度】 

概ね 30 年程度の長期的な管理の見通しは、全団地・住棟を対象とし

て作成する。 

4. 計 画 期 間 に お

け る 事 業 手 法 の

決定 

概ね 30 年程度の長期的な管理の見通しのうち当初 10 年程度の間に

改善を実施する住棟においては、住棟の物理的特性等を踏まえ、個別

改善か全面的改善かを決定する。 
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低耐 12 維持管理 個別改善 12 【長寿命化型】外壁改修

共同
施設

－ 維持管理 個別改善 － 【安全性確保型】屋外照明灯改修

低耐
A・B棟

16 維持管理 個別改善 16 【長寿命化型】外壁改修

低耐
C～F棟

36 維持管理 維持管理 36
・平成19年度～平成21年度に建設された新しい住棟である。建
物の状態が良いため、適切な維持管理を行う。

低耐
G棟

8 修繕対応 個別改善 8
・前期に消防用設備改修を修繕で行っている。
・後期計画
【長寿命化型】外壁改修

中耐 28 建替え 維持管理 28

低耐 42 維持管理 維持管理 42

共同
施設

－ 修繕対応 維持管理 －
・前期に駐車場整備を修繕で行っている。
・後期は適切な維持管理を行う。

14 維持管理 建替え 10
・耐用年限を超えた住棟である。
・2023年度に10戸の建替えを行う。

32 維持管理
維持管理

→次期建替え
32

・耐用年限を超えた住棟である。
・2024年度～2025年度（次期計画）に24戸の建替えを行う。
・後期は適切な維持管理を行う。
・次期計画で集会所、児童遊園、駐車場の整備を行う。

簡平 8 維持管理
維持管理

→用途廃止
8

・耐用年限を超えた団地である。
・アクセス道路が狭く、募集倍率も悪いため、用途廃止とする。
・ただし、7世帯が入居しているため、退去までの期間は適切な
維持管理を行う。

共同
施設

－ 修繕対応
維持管理

→用途廃止
－

・前期にフェンス補修を修繕で行っている。
・退去までの期間は適切な維持管理を行う。

簡平 8 修繕対応
維持管理

→次期建替え
8

・耐用年限を超えた団地である。
・前期に屋根修繕と手摺取付（浴室・便所）を修繕で行ってい
る。
・敷地面積が広く高度利用が図れることや、募集倍率も良いた
め、次期計画にて建替えを行う。
・建替えまでの期間は適切な維持管理を行う。

共同
施設

－ 修繕対応
維持管理

→次期建替え
－

・前期にフェンス改修を修繕で行っている。
・建替えまでの期間は適切な維持管理を行う。

3. 鹿山団地

1. 折敷瀬団地

・平成23年度～平成27年度に建設された新しい団地である。建
物の状態が良いため、適切な維持管理を行う。

活用内容団地名 構造
現在
管理
戸数

前期計画
活用手法

後期計画
活用手法

計画
管理
戸数

5. 中尾団地

6. 長野団地

4. 小石原団地 簡平

2. 山崎団地

■3 次判定表（総合判定） 
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7. 永尾団地 簡平 10 修繕対応
維持管理

→次期建替え
10

・耐用年限を超えた団地である。
・前期に手摺取付（浴室・便所）を修繕で行っている。
・敷地面積が広く高度利用が図れることから、次期計画にて建替
えを行う。
・建替えまでの期間は適切な維持管理を行う。

簡平 10 修繕対応
維持管理

→用途廃止
10

・耐用年限を超えた団地である。
・前期に手摺取付（浴室・便所・屋外階段）を修繕で行ってい
る。
・募集倍率が悪いため、用途廃止とする。
・ただし、10世帯が入居しているため、退去までの期間は適切
な維持管理を行う。

共同
施設

－ 修繕対応
維持管理

→用途廃止
－

・前期にフェンス設置を修繕で行っている。
・退去までの期間は適切な維持管理を行う。

簡二 40 個別改善 維持管理 40

・耐用年限を迎えるまで10年未満の団地である。
・前期に個別改善で浴室防水等、段差解消、手摺取付（浴室・便
所）を行い、修繕で屋上防水補修（A棟）と外壁補修（A棟）を
行っている。
・敷地面積が広く高度利用が図れることから、適正な公営住宅ス
トック量を考慮し、次期計画で検討を行う。
・後期は建物の状態が良いため、適切な維持管理を行う。

共同
施設

－ 修繕対応 維持管理 －
・前期に遊具設置、公園ブランコ修繕、フェンス工事（改修、設
置、撤去）を修繕で行っている。
・後期は適切な維持管理を行う。

簡二
A～E棟・
H～J棟

40 個別改善 維持管理 40
・前期に浴室防水等、段差解消、手摺取付（浴室・便所）を行っ
ている。
・後期は建物の状態が良いため、適切な維持管理を行う。

簡二
F・G棟

10 個別改善 修繕対応 10

・前期に浴室防水等、段差解消、手摺取付（浴室・便所）を行っ
ている。
・後期計画
【修繕】バルコニーの塗装（F・G棟）
この団地にかかる費用が100万円以下のため、交付金対象外とな
る。よって町単費事業により修繕対応とする。

共同
施設

－ 修繕対応 維持管理 －
・前期に舗装補修工事を修繕で行っている。
・後期は適切な維持管理を行う。

314 ー ー 310 ー

活用内容団地名 構造
現在
管理
戸数

前期計画
活用手法

後期計画
活用手法

計画
管理
戸数

10. 協和団地

合　計

8. 皿山南団地

9. 江良山団地

■3 次判定表（総合判定） 
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5－4 活用手法別戸数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 管理戸数 314 戸 314 戸

 新規整備事業予定戸数 0 戸 0 戸

 維持管理予定戸数 286 戸 300 戸

うち計画修繕対応戸数 196 戸 264 戸

うち改善事業予定戸数 90 戸 36 戸

個別改善事業予定戸数 90 戸 36 戸

全面的改善事業予定戸数 0 戸 0 戸

 建替予定戸数 28 戸 10 戸

 用途廃止予定戸数 0 戸 4 戸

■公営住宅活用手法別戸数

対　　象
前期実績

（2014～2018）
後期計画

（2019～2023）
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維
持

管
理

維
持

管
理

E
棟

低
耐

合
計

団
地

名
棟

番
号

前
期

活
用

手
法

後
期

活
用

手
法

2
0
1
4

（
H
2
6
）

2
0
1
5

（
H
2
7
）

2
0
1
6

（
H
2
8
）

2
0
1
7

（
H
2
9
）

2
0
1
8

（
H
3
0
）

2
0
1
9

2
0
2
0

2
0
2
1

構
造

計
画

管
理

戸
数

現
在

管
理

戸
数

2
0
2
2

2
0
2
3

1
. 
折

敷
瀬

団
地

後
 期

 計
 画

3
. 
鹿

山
団

地

A
棟

B
棟

維
持

管
理

維
持

管
理

維
持

管
理

前
 期

 実
 績

2
. 
山

崎
団

地

維
持

管
理

維
持

管
理

維
持

管
理

D
棟

■
事

業
ス

ケ
ジ

ュ
ー

ル

F
棟

0 0 0

維
持

管
理

→
用

途
廃

止

0 00 0 0

4
7
7
,3

8
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2
9
,0

5
8

6
,9

6
6 0 90

次
期

計
画

2
0
2
4

2
0
2
5

2
0
2
6

注
）

建
替

事
業

に
つ

い
て

は
財

政
事

情
に

よ
り

こ
の

限
り

で
な

い
。

3
2

E
棟 ～ L
棟

用
途

廃
止

の
検

討

A
棟 ～ D
棟

建
替

え

維
持

管
理

維
持

管
理

→
次

期
建

替
え

（
2
4
戸

）

1
4

1
0

3
2

修
繕

対
応

建
替

え

共
同

施
設

調
査

・
基

本
設

計
（

3
.0

％
）

4
. 
小

石
原

団
地

簡
平
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単
位

：
千

円

合
計

団
地

名
棟

番
号

前
期

活
用

手
法

後
期

活
用

手
法

2
0
1
4

（
H
2
6
）

2
0
1
5

（
H
2
7
）

2
0
1
6

（
H
2
8
）

2
0
1
7

（
H
2
9
）

2
0
1
8

（
H
3
0
）

2
0
1
9

2
0
2
0

2
0
2
1

構
造

計
画

管
理

戸
数

現
在

管
理

戸
数

2
0
2
2

2
0
2
3
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前
 期
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 績

■
事

業
ス

ケ
ジ

ュ
ー

ル
次

期
計

画

2
0
2
4

2
0
2
5

2
0
2
6

屋
根

修
繕

（
A
・

B
）

8
8

手
摺

取
付

（
A
・

B
）

建
替

基
本

設
計

建
替

実
施

設
計

3
4
7

フ
ェ

ン
ス

改
修

9
3
2

手
摺

取
付

（
A
・

B
）

建
替

基
本

設
計

建
替

実
施

設
計

2
6
0

階
段

手
摺

取
付 9
0

手
摺

取
付 2

8
6

フ
ェ

ン
ス

設
置

1
,1

6
8

屋
上

防
水

補
修

7
4
7

外
壁

補
修 2
1
0

1
1
,8

8
0

遊
具

設
置

公
園

ブ
ラ

ン
コ

補
修

フ
ェ

ン
ス

設
置

フ
ェ

ン
ス

設
置

1
1
5

7
8
5

2
9
5

2
9
3

フ
ェ

ン
ス

改
修

フ
ェ

ン
ス

撤
去

7
3
9

1
4
7

1
4
,8

5
0

バ
ル

コ
ニ

ー
手

摺
塗

装 4
0
0

バ
ル

コ
ニ

ー
手

摺
塗

装 4
0
0

舗
装

補
修 2
5
9

4
7
7
,6

4
8

3
2
,9

6
9

2
7
,5

2
0

1
,5

1
3

2
9
3

0
1
,7

5
0

3
0
,8

7
5

3
3
,2

4
1

1
9
6
,7

3
5

2
0
2
,0

0
7

2
5
8
,0

8
9

4
0
,6

3
4

1
,3

0
3
,2

7
4

4
7
7
,3

8
0

2
8
,1

2
9

2
6
,7

3
0

0
0

0
9
5
0

3
0
,8

7
5

3
3
,2

4
1

1
9
6
,7

3
5

2
0
2
,0

0
7

2
5
8
,0

8
9

4
0
,6

3
4

1
,2

9
4
,7

7
0

2
1
4
,8

2
1

1
2
,6

5
8

1
2
,0

2
8

0
0

0
4
2
8

1
3
,8

9
4

1
4
,9

5
9

8
8
,5

3
1

9
0
,9

0
3

1
1
6
,1

4
0

1
8
,2

8
5

5
8
2
,6

4
6

2
6
2
,5

5
9

1
5
,4

7
1

1
4
,7

0
2

0
0

0
5
2
3

1
6
,9

8
1

1
8
,2

8
3

1
0
8
,2

0
4

1
1
1
,1

0
4

1
4
1
,9

4
9

2
2
,3

4
9

7
1
2
,1

2
4

2
6
8

4
,8
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0

7
9
0

1
,5

1
3

2
9
3

0
8
0
0

0
0

0
0

0
0
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2
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1
1

1
5
,4
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3
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4
1
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7
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0
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2
8

1
,3

0
3
,2
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調
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・

基
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設
計

費
は

工
事

費
の

3
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、
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設
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工
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、
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3
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、
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転
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1
8
万

円
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戸
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維
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管
理

→
次

期
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え

維
持

管
理

→
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途
廃

止

修
繕

対
応

修
繕

対
応

維
持

管
理

→
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期
建

替
え

5 5

修
繕

対
応

－4 54 － 5 5
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持
管
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期

建
替

え

個
別

改
善

維
持

管
理

個
別

改
善

維
持

管
理

個
別

改
善

H
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個
別

改
善

維
持

管
理

個
別

改
善

維
持

管
理

維
持

管
理

維
持

管
理
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別

改
善
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修
繕

対
応

個
別
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善

維
持

管
理

修
繕

対
応

維
持

管
理

A
棟
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持

管
理

→
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途
廃

止

修
繕

対
応

維
持

管
理

→
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途
廃

止

維
持

管
理
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次

期
建

替
え

維
持

管
理

→
次

期
建

替
え

共
同

施
設

B
棟

修
繕

対
応

－

B
棟

個
別

改
善

維
持

管
理

5

A
棟
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繕

対
応

簡
平

簡
平

A
棟

4

修
繕

対
応

A
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－
－
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団
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5 5
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簡
平
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簡
平

－
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長

野
団

地

7
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永
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団

地

55 5
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棟

1
0
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協
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地
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二

簡
二

簡
二

簡
二

－

5 5
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棟

5

簡
二

F
棟

簡
二
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G
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簡
二

簡
二

D
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持

管
理
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善
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持

管
理

B
棟

A
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簡
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簡
二

簡
二

簡
二

維
持
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理
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別

改
善
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対
応
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別

改
善

維
持
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理

個
別

改
善
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持
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理

維
持
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別

改
善

維
持

管
理
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別

改
善

修
繕

対
応

E
棟

5

B
棟

D
棟

E
棟

－

F
棟

5

C
棟

5 5－

J
棟

5

9
3
2

3
7
6

1
,1

6
8

5

1
5
,6

5
0

5

2
5
9

5

4
3
5

5 5

2
6
0

用
途

廃
止

の
検

討

－

1
2
,8

3
7

2
,3

7
4

555

浴
室

防
水

等
、

段
差

解
消

、

手
摺

（
浴

室
、

便
所

）

浴
室

防
水

等
、

段
差

解
消

、

手
摺

（
浴

室
、

便
所

）

5 5

共
同

施
設

簡
二
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簡
二

簡
二

個
別
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善

維
持

管
理
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別
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善
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持

管
理

B
棟

個
別

改
善

簡
二

簡
二

－

簡
二
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2
6
2
,6

0
1

5
0
0
,7

3
0

総
事

業
費

（
調

査
・

設
計

費
等

含
）

う
ち

補
助

事
業

交
付

金
（

4
5
％

）

町
負

担
金

（
5
5
％
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う
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町
単

独
事

業

町
負

担
金

　
合
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総
事
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（
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計
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5
3
9
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4
3
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個
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善

G
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寿

命
化

型
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確
保

型
修

繕
対

応
単

位
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千
円

建
替

え
集

会
所

児
童

遊
園

駐
車

場
建

物
除

却
移

転
補

償
外

壁
改

修
照

明
灯

L
E
D

化
バ

ル
コ
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ー

手
摺
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塗

装
調

査
・

基
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設
計
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設
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工
事
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4
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0
0
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0
0
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0
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0
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0
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6－1 点検の実施方針 

 

入居者の安全性確保、修繕コストの抑制と平準化を図るため、日常的な団地巡

回による点検と定期的な点検を実施する。 

入居者の安全に関わる不具合の確認、修繕計画策定上必要な建物劣化状況等を

把握するため、以下の点検を実施する。 

 

(1) 定期点検 

全棟を対象として、法定点検（建築基準法第 12 条第 1 項及び第 3 項）と同等

の調査を実施する。点検箇所、方法、周期についても法定点検と同様とする。 

 

□ 点検箇所・方法 

主に目視により、点検項目の破損、摩耗、変形、滅失等の有無等を確認し、

公営住宅の安全性及び居住性に関わる修繕の必要性等を判定する。 

□ 点検周期 

建築物の敷地及び構造は 3 年に 1 回、建築設備は年 1 回点検を行う。 

 

参考）建築基準法第 12 条（報告、検査等） 

第六条第一項第一号に掲げる建築物で安全上、防火上又は衛生上特に重要である

ものとして政令で定めるもの（国、都道府県及び建築主事を置く市町村の建築物

（以下この項及び第三項において「国等の建築物」という。）を除く。）及び当該

政令で定めるもの以外の特定建築物（同号に掲げる建築物その他政令で定める建

築物をいう。以下この条において同じ。）で特定行政庁が指定するもの（国等の

建築物を除く。）の所有者（所有者と管理者が異なる場合においては、管理者。

第三項において同じ。）は、これらの建築物の敷地、構造及び建築設備について、

国土交通省令で定めるところにより、定期に、一級建築士若しくは二級建築士又

は建築物調査員資格者証の交付を受けている者（次項及び次条第三項において

「建築物調査員」という。）にその状況の調査（これらの建築物の敷地及び構造

についての損傷、腐食その他の劣化の状況の点検を含み、これらの建築物の建築

設備及び防火戸その他の政令で定める防火設備（以下「建築設備等」という。）

についての第三項の検査を除く。）をさせて、その結果を特定行政庁に報告しな

ければならない。  

２ 略  

３ 特定建築設備等（昇降機及び特定建築物の昇降機以外の建築設備等をいう。

以下この項及び次項において同じ。）で安全上、防火上又は衛生上特に重要であ

るものとして政令で定めるもの（国等の建築物に設けるものを除く。）及び当該

６．公営住宅長寿命化計画の実施方針 
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政令で定めるもの以外の特定建築設備等で特定行政庁が指定するもの（国等の建

築物に設けるものを除く。）の所有者は、これらの特定建築設備等について、国

土交通省令で定めるところにより、定期に、一級建築士若しくは二級建築士又は

建築設備等検査員資格者証の交付を受けている者（次項及び第十二条の三第二項 

において「建築設備等検査員」という。）に検査（これらの特定建築設備等につ

いての損傷、腐食その他の劣化の状況の点検を含む。）をさせて、その結果を特

定行政庁に報告しなければならない。 

 

 

(2) 日常点検 

全棟を対象として、定期点検の他に日常的な保守点検を実施する。 

日常点検は、町職員により年 1 回、「公営住宅等日常点検マニュアル（平成 28

年 8 月 国土交通省住宅局住宅総合整備課）」を参考に実施する。 

定期点検、改善設計時の詳細劣化調査等と時期の調整等を行い、効率的に実施

する。 
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6－2 計画修繕の実施方針 

 

長期的に公営住宅の管理を行うため、住棟や部材の耐用年限及び劣化状況から、

将来見込まれる修繕工事の内容等を明記した長期的修繕計画を作成し、計画的に

修繕を実施する。 

長期修繕計画に盛込む修繕は、大規模で多額の費用を要する、外部改修（外壁、

屋上防水等）、内部改修（浴室、トイレ、キッチン等）、配管等改修（給水管、排

水管、ガス管等）とする。 

上記のように複数の修繕を同時に実施する等、効率的な実施に努める。 

計画修繕は、予防保全、修繕コスト抑制の観点から、修繕周期、定期・日常点

検の結果、日常的な不具合の発生状況等を踏まえ、確実に実施する。また、入居

者の安全性に関わる修繕を最優先に実施する。 

次ページに本計画で作成した長期修繕計画を参考として記載する。この内容を

基本に建替え時期まで適切に管理を行う。また本計画の見直しの際は、劣化の進

行等を把握し、適正に長期修繕計画の見直しを行う。 
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単位：千円

(和暦) (西暦)

外壁改修、照明LED 屋根改修 内部改修 配管等改修

10,735 7,200 21,600 22,200

外壁改修 屋根改修 内部改修 配管等改修

6,961 4,800 14,400 14,800

外壁改修 屋根改修 内部改修 配管等改修

6,961 4,800 14,400 14,800

屋根・外壁改修 内部改修 配管等改修

16,440 21,600 22,200

屋根・外壁改修 内部改修 配管等改修

10,960 14,400 14,800

屋根・外壁改修 内部改修 配管等改修

10,960 14,400 14,800

屋根・外壁改修 内部改修 配管等改修

10,960 14,400 14,800

外壁改修 屋根改修 内部改修 配管等改修

6,961 4,800 14,400 14,800

屋根・外壁改修 内部改修

16,440 21,600

屋根・外壁改修 内部改修

21,920 28,800

屋根・外壁改修 内部改修

10,960 14,400

屋根・外壁改修 内部改修

13,700 18,000

屋根・外壁改修 内部改修

10,960 14,400

屋根・外壁改修 内部改修

10,960 14,400

屋根・外壁改修 内部改修

10,960 14,400

建替検討

建替検討

建替検討

建替検討

建替検討

建替検討

建替検討

建替検討

建替検討

建替検討

建替検討

建替検討

維持管理

維持管理

維持管理

維持管理

維持管理

維持管理

維持管理

維持管理

維持管理（10戸）

維持管理（24戸）

維持管理

維持管理

維持管理

維持管理

維持管理

維持管理

維持管理

維持管理

維持管理

維持管理

維持管理

維持管理

維持管理

維持管理

維持管理

維持管理

維持管理

維持管理

維持管理

建替（10戸）

216,006

建替（24戸）

514,908

屋根・外壁改修
（10戸）

13,700

1969

1971

1971

1971

1970

1970

1970

1970

1970

1969

2015

2015

2013

2013

2013

2013

2011

1971

1971

2006

2006

2009

2008

2007

2007

2006

A棟 低耐 H18

H18

H18

低耐B棟8

12 C棟 低耐

低耐G棟

中耐

8 G棟 低耐

D棟4

5 I棟 簡平

H25低耐F棟8

8

3. 鹿山団地

12 A棟

2. 山崎団地

8

H19低耐E棟8

8 低耐F棟 H19

H21

8 D棟 低耐 H20

H27

長期修繕計画期間

1. 折敷瀬団地 12 - 低耐 H10 1998

団地名
現在
管理
戸数

棟番号 構造
2014年（Ｈ26）～2023年

（長寿命化計画期間）
2024年～2033年

（次期長寿命化計画期間）
2034年～2043年

建設年度

維持管理

H27中耐B棟16

8 E棟 低耐

8 C棟 低耐 H25

H25低耐D棟10

H25

H23

4. 小石原団地

2 A棟 簡平 S46

S46簡平B棟4

4 C棟 簡平

2 E棟 簡平 S46

S45簡平F棟3

S46

S46簡平

S45

S45簡平J棟4

5 G棟 簡平 S45

S45簡平H棟3

5 K棟 簡平 S44

S44簡平L棟5

建替

建替

■長期修繕計画 
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■長期修繕計画 

 

 

 

 

 

  

単位：千円

(和暦) (西暦)

外部改修

（ﾊﾞﾙｺﾆｰ）

400

外部改修

（ﾊﾞﾙｺﾆｰ）

400

外部（20年周期） 内部・水回り（25年周期） 配管等（35年周期）
工種 単価（千円） 工種 単価（千円） 工種 単価（千円）
屋根 600 浴室 1,000 給水管 950
外壁 770 トイレ 200 排水管 550

キッチン 600 ガス管 350

計 1,370 計 1,800 計 1,850

建替検討

建替検討

建替検討

建替検討

建替検討

建替検討

建替検討

建替検討

建替検討

建替検討

建替検討

建替検討

建替検討

維持管理

維持管理

維持管理

維持管理

維持管理

維持管理

維持管理

維持管理

維持管理

建替検討

建替検討

建替検討

建替検討

建替検討

建替検討維持管理

維持管理

維持管理

維持管理

維持管理

維持管理

維持管理

維持管理

維持管理

維持管理

維持管理

維持管理

維持管理

維持管理

維持管理

維持管理

維持管理

用途廃止検討

用途廃止検討

用途廃止検討

用途廃止検討

建替検討

建替検討

建替検討

1984

1984

1984

1985

1985

1972

1972

1972

1972

1973

1973

1974

1974

1985

1987

1987

1987

1979

1979

1979

1979

1980

1980

1980

1980

1984

5. 中尾団地

6. 長野団地

7. 永尾団地

8. 皿山南団地

10. 協和団地

9. 江良山団地

4

長期修繕計画期間

団地名
現在
管理
戸数

棟番号 構造
2014年（Ｈ26）～2023年

（長寿命化計画期間）
2024年～2033年

（次期長寿命化計画期間）
2034年～2043年

建設年度

A棟 簡平 S47

S47簡平B棟4

5 A棟 簡平 S48

S48簡平B棟5

4 A棟 簡平 S47

S47簡平B棟4

5 A棟 簡二 S54

S54簡二B棟5

5 A棟 簡平 S49

S49簡平B棟5

5 E棟 簡二 S55

S55簡二F棟5

5 C棟 簡二 S54

S54簡二D棟5

5 A棟 簡二 S59

S59簡二B棟5

5 G棟 簡二 S55

S55簡二H棟5

F棟5

5 C棟 簡二 S59

S59簡二D棟5

5 I棟 簡二 S62

S62簡二J棟5

5 G棟 簡二 S60

S62簡二H棟5

5 E棟 簡二 S60

S60簡二
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6－3 改善事業の実施方針 

 

ストックの維持と、厳しい財政事情を考慮すると、ストックの耐用年限を全う

させることが不可欠であり、適切な改善を行う必要がある。 

活用手法の個別改善の事業内容を実施し、適切な住宅ストックとして長期的な

活用を進める。 

 

(1) 長寿命化型改善 

【実施方針】 

長期的な活用を目指し、躯体の劣化影響への低減、耐久性の向上、維持管理

の容易性向上の観点から予防保全的な改善を行う。躯体の劣化影響の低減（外

断熱化）に資する工事等が該当する。長寿命化型改善の使用は、改善工事前に

行われる改善設計で住棟の劣化調査を詳細に行い決定する。 

【改善の内容】 

・外壁改修 

 

(2) 安全性確保型改善 

【実施方針】 

非常時に円滑に避難ができるよう避難設備や経路の整備、確保のための改善

を行う。 

【改善の内容】 

・屋外照明灯改修（照明 LED） 

 

□ 団地別個別改善実施メニュー 

以下に、本計画期間内に行う個別改善の実施内容を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

長寿命化型 安全性確保型

12 - 低耐 個別改善 ○

- -
共同
施設

個別改善 ○

8 A棟 低耐 個別改善 ○

8 B棟 低耐 個別改善 ○

8 G棟 低耐 個別改善 ○

1. 折敷瀬団地

2. 山崎団地

団地名
現在
管理
戸数

棟番号 構造 活用手法
外壁改修

屋外照明灯
改修
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(3) 修繕対応（町単独費） 

活用手法の選定において修繕対応と判断された協和団地の F・G 棟については、

外観目視調査により、バルコニーの手摺にサビが見られることから塗装を行い、

居住性・安全性等の維持・向上を図り、長期的に活用する。 

維持管理団地はもとより、建替え団地、用途廃止予定団地においても、事業実

施までの期間は修繕等を行い適切な管理を行う。 

各年度の修繕事業の実施については、これまでの修繕履歴、建設時期及び各部

仕様の耐用年限等を参考に計画的に行う。 

以下に、本計画期間内に行う団地別の実施内容を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

修繕対応
（町単独事業）

5 F棟 簡二 修繕 ○

5 G棟 簡二 修繕 ○

10. 協和団地

団地名
現在
管理
戸数

棟番号 構造 活用手法
バルコニーの

塗装

99



6－4 建替事業の実施方針 

 

活用手法で建替えと判定された小石原団地は、後期に建替事業を実施する。 

ただし、建替事業については財政事情により、この限りではないこととする。 

 

(1) 建替事業の実施方針 

 建替えに向け、平成 26 年度より政策空家対策を実施している。 

 建替事業に際しては、戻り入居意向を具体的に把握するとともに、効率的な

移転計画と、入居者への建替え内容、家賃上昇についての説明が重要となる。

特に、高齢世帯の家賃負担を軽減させるため、適正間取りによる家賃の軽減、

傾斜家賃制度、他の公営住宅への移転等、多様なメニューを準備し、建替え

の理解を求めていく必要がある。 

 建替事業に際して、上・下水道事業と整備スケジュール等の調整を行う。 

 建替えまでの期間は、今まで通り維持管理を行う。 

 コミュニティの形成を図るため、単身・夫婦世帯、ファミリー世帯が混在で

きるよう、世帯規模に合わせた 1DK と 2DK 及び 3DK の型別供給を行う。 

 高齢者、障がい者、子育て世帯が安全に安心して暮らせるよう、住戸及び周

辺を含めバリアフリーに重点を置き整備する。 

 住戸は、居室、台所、その他の家事スペース、風呂場、洗面所、水洗トイレ

等に対する適正な水準を確保する。 

 駐車台数は戸当たり 1 台以上を確保する。 

 

(2) 建替え概要 

団地名 建替え時期 整備内容 間取（戸当床面積） 

小石原団地 2023 年度 

～ 

2026 年度 

耐火構造 2F 

建替え戸数 34 戸 

集会所 1 棟 

児童遊園 

駐車場、駐輪場等 

1DK（40 ㎡以上） 

2DK（55 ㎡程度） 

3DK（75 ㎡程度） 

 

6－5 用途廃止の実施方針 

 

計画期間内に用途廃止を行う団地は無い。 

耐用年限を経過し、アクセス道路が狭く、募集倍率が悪い中尾団地と皿山南団

地は、今後政策空家対策を実施し、現入居世帯が退去後、用途廃止を予定する。 
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命

化
型

改
善

事
業

、
又

は
全

面
的

改
善

事
業

を
実

施
す

る
住

棟
に

関
し

て
記

載
す

る
。

団
地

名
住

棟
番

号
戸

数
構

造
建

設
年

度

　
事

業
主

体
名

：
波

佐
見

町

　
住

宅
の

区
分

：

次
期

点
検

時
期

修
繕

・
改

善
事

業
の

内
容

L
CC

縮
減

効
果

(
千

円
/
棟

・
年

)

備
考

前
期

 
後

期
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【
様

式
１

】
計

画
修

繕
・

改
善

事
業

の
実

施
予

定
一

覧

公
営

住
宅

特
定

公
共

賃
貸

住
宅

地
優

賃

（
公

共
供

給
）

改
良

住
宅

そ
の

他
（

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

）

H
2
6

H
2
7

H
2
8

H
2
9

H
3
0

H
3
1

H
3
2

H
3
3

H
3
4

H
3
5

法
定

点
検

法
定

点
検

に

準
じ

た
点

検
2
0
1
4

2
0
1
5

2
0
1
6

2
0
1
7

2
0
1
8

2
0
1
9

2
0
2
0

2
0
2
1

2
0
2
2

2
0
2
3

 
協

和
団

地
G
棟

5
簡

二
S
6
0

2
0
1
9

浴
室

防
水

等
（

長
寿

命
化

）

段
差

解

消
、

浴
室

及
び

便
所

手
摺

設
置

(
福

祉
)

バ
ル

コ
ニ

ー
手

摺
の

塗
装

(
修

繕
)

3
1
4
・

福
祉

、
修

繕
は

L
C
C

算
定

外

 
協

和
団

地
H
棟

5
簡

二
S
6
2

2
0
2
1

浴
室

防
水

等
（

長
寿

命
化

）

段
差

解

消
、

浴
室

及
び

便
所

手
摺

設
置

(
福

祉
)

3
1
9
・

福
祉

は
L
C
C
算

定
外

 
協

和
団

地
I
棟

5
簡

二
S
6
2

2
0
2
1

浴
室

防
水

等
（

長
寿

命
化

）

段
差

解

消
、

浴
室

及
び

便
所

手
摺

設
置

(
福

祉
)

3
1
9
・

福
祉

は
L
C
C
算

定
外

 
協

和
団

地
J
棟

5
簡

二
S
6
2

2
0
2
1

浴
室

防
水

等
（

長
寿

命
化

）

段
差

解

消
、

浴
室

及
び

便
所

手
摺

設
置

(
福

祉
)

3
1
9
・

福
祉

は
L
C
C
算

定
外

注
１

）
対

象
数

が
多

い
場

合
は

、
必

要
に

応
じ

て
複

数
枚

作
成

す
る

。

注
２

）
Ｌ

Ｃ
Ｃ

縮
減

効
果

欄
は

、
長

寿
命

化
型

改
善

事
業

、
又

は
全

面
的

改
善

事
業

を
実

施
す

る
住

棟
に

関
し

て
記

載
す

る
。

修
繕

・
改

善
事

業
の

内
容

L
CC

縮
減

効
果

(
千

円
/
棟

・
年

)

備
考

　
事

業
主

体
名

：
波

佐
見

町

　
住

宅
の

区
分

：

団
地

名
住

棟
番

号
戸

数
構

造
建

設
年

度

次
期

点
検

時
期

前
期

 
後

期
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  【様式２】新規整備事業及び建替事業の実施予定一覧

　事業主体名：

　住宅の区分： 公営住宅
特定公共

賃貸住宅

地優賃

（公共供給） 改良住宅

法定点検
法定点検に

準じた点検

 小石原団地 A棟 2 簡平 S46 2022 2023 342

 小石原団地 B棟 4 簡平 S46 2022 2023 684

 小石原団地 C棟 4 簡平 S46 2022 2023 684

 小石原団地 D棟 4 簡平 S46 2022 2023 684

注）対象数が多い場合は、必要に応じて複数枚作成する。

団地名 住棟番号 戸数 構造 建設年度

波佐見町

LCC
（千円/棟・年）

その他（　　　　　　　　　　）

次期点検時期

備考
新規又は建
替整備予定

年度
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【
様

式
３

】
共

同
施

設
に

係
る

事
業

の
実

施
予

定
一

覧
（

集
会

所
・

遊
具

等
）

公
営

住
宅

特
定

公
共

賃
貸

住
宅

地
優
賃

（
公

共
供

給
）

改
良

住
宅

そ
の

他
（

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

）

H
2
6

H
2
7

H
2
8

H
2
9

H
3
0

H
3
1

H
3
2

H
3
3

H
3
4

H
3
5

法
定

点
検

法
定

点
検

に

準
じ

た
点

検
2
0
1
4

2
0
1
5

2
0
1
6

2
0
1
7

2
0
1
8

2
0
1
9

2
0
2
0

2
0
2
1

2
0
2
2

2
0
2
3

折
敷

瀬
団

地
照

明
灯

(
4
本

)
H
1
0

2
0
2
0

照
明
灯

L
E
D

化
（
安

全

性
）

鹿
山

団
地

公
園

・
駐

車
場

H
2
7

2
0
2
1

建
替

に
伴

う
整

備

中
尾

団
地

フ
ェ

ン
ス

S
4
7

2
0
2
1

補
修

（
安

全
性

）

長
野

団
地

フ
ェ

ン
ス

S
4
7

2
0
2
1

改
修

（
安

全
性

）

皿
山

南
団

地
フ

ェ
ン

ス
S
4
9

2
0
2
1

設
置

（
安

全
性

）

江
良

山
団

地
公

園
S
5
5

2
0
2
1

遊
具

設
置

（
居

住

性
）

ブ
ラ

ン
コ

補
修

（
居

住
性

）

江
良

山
団

地
フ

ェ
ン

ス
S
5
5

2
0
2
1

改
修

（
安

全
性

）

設
置
（

安

全
性
）

設
置

（
安

全
性

）

協
和

団
地

舗
装

S
6
2

2
0
2
1

補
修

（
安

全
性

）

注
）

対
象

数
が

多
い

場
合

は
、

必
要

に
応

じ
て

複
数

枚
作

成
す

る
。

　
事

業
主

体
名

：

備
考

維
持

管
理

・
改

善
事

業
の

内
容

団
地

名
共

同
施

設
名

建
設

年
度

次
期

点
検

時
期

波
佐

見
町

　
住

宅
の

区
分

：
前

期
 

後
期

 

107



 
 
8－１ ライフサイクルコスト（ＬＣＣ）算出の基本的な考え方 
 

長寿命化型改善事業を導入する住棟について、ライフサイクルコスト（以降Ｌ

ＣＣと記載）の改善効果を検証する。 

考え方や算出根拠、数値は、「公営住宅等長寿命化計画策定指針 改定（H28.8）」

をもとに、事例やこれまでの運用過程等を踏まえ設定する。 

 

新規整備及び建替事業を実施する公営住宅等を対象としたＬＣＣの算出の基

本的な考え方は次のとおりである。 

 

ＬＣＣ＝（建設費＋改善費＋修繕費＋除却費） 

〔単位 千円/棟・年〕 

 

・建設費：当該住棟の建設時点に投資した建設工事費 

・改善費：想定される管理期間における改善工事費の見込み額から修繕費相当額を控除

（※1）（改善事業を実施することにより不要となる修繕費を控除）した額（※

2）  

・修繕費：管理期間における修繕工事費の見込み額（※2）。 

長期修繕計画で設定している標準的な修繕項目・周期等に基づき修繕費を算

定する。典型的な修繕計画モデルから得られる修繕費乗率を建設費に乗じて

算定される累積修繕費で代用してもよい。  

・除却費：想定される管理期間が経過した後の除却工事費の見込み額（※2）  

 
※1：修繕費相当額の控除方法については、後述する＜参考：ＬＣＣの縮減効果の算出

例＞を参照のこと。事業主体の運用により独自の方法によって控除することも可

能とするが、その場合は、その内容を明らかにする必要がある。  

※2：現時点以後、将来に発生するコスト（将来の改善費、修繕費、除却費）について

は、社会的割引率（4％）を適用して現在価値化する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

８．ライフサイクルコストとその縮減効果 
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8－２ ライフサイクルコスト縮減効果の算出の基本的な考え方 

 

長寿命化型改善事業又は全面的改善事業を実施する公営住宅等を対象とした

ＬＣＣの縮減効果の算出の基本的な考え方は次のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－ＬＣＣの算出イメージ 

 

①１棟のＬＣＣ縮減効果 ＝ ＬＣＣ（計画前）－ＬＣＣ（計画後）  

〔単位 千円/棟・年〕 

 

②ＬＣＣ（計画前） 

〔単位 千円/棟・年〕 

 

・建設費：推定再建築費（＝当該住棟の建設時点に投資した建設工事費×公営住宅法施

行規則第 23 条の率）。ただし、当該住棟の建設時点に投資した建設工事費を

把握できない場合は、建設当時の標準建設費で代用する。 

・修繕費：建設後、評価期間（改善非実施）末までに実施した修繕工事費（※2）。 

長期修繕計画で設定している標準的な修繕項目・周期等に基づき、修繕費を

算定する。典型的な修繕計画モデルから得られる修繕費乗率を建設費（推定

再建築費）に乗じて算定される累積修繕費で代用してもよい。  

・評価期間（改善非実施）：改善事業を実施しない場合に想定される管理期間。物理的な

劣化や社会的価値の低下に伴い供用に適さない状態になるまでの管理期間と

いえるが、これまでの建替事業の実績を考慮し、建替前の平均的な供用期間

（構造種別）を評価期間（改善非実施）としてもよい。 

・除却費：評価期間（改善非実施）末に実施する除却工事費（※2）。 

 
※1：（建設費＋修繕費＋除却費）は公営住宅等長寿命化計画に基づく改善事業（ＬＣ

Ｃ算定対象）を実施しない場合に想定される管理期間に要するコスト。 

※2：現時点以後、将来に発生するコスト（将来の修繕費、除却費）については、社会

的割引率（4％）を適用して現在価値化する。 

（建設費＋修繕費＋除却費） 

計画期間（改善非実施） 

＝
※1 
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③ＬＣＣ（計画後） 

〔単位 千円/棟・年〕 

 

・建設費：②の記載と同じ  

・改善費：公営住宅等長寿命化計画に基づく改善事業費及び公営住宅等長寿命化計画の

計画期間以後に想定される改善事業費の総額から修繕費相当額を控除した額

※2（※3） 

・修繕費：建設後、評価期間（改善実施）末までに実施した修繕工事費（※3）。以下、

②の記載と同じ。 

・除却費：評価期間（改善実施）末に実施する除却工事費（※3） 

・評価期間（改善実施）：公営住宅等長寿命化計画に基づく改善事業（ＬＣＣ算定対象）

及び公営住宅等長寿命化計画の計画期間以後に想定される改善事業（ＬＣＣ

算定対象）を実施する場合に想定される管理期間（目標管理期間）。  

 
※1：（建設費＋改善費＋修繕費＋除却費）は公営住宅等長寿命化計画に基づく改善事

業（ＬＣＣ算定対象）及び公営住宅等長寿命化計画の計画期間以後に想定される

改善事業（ＬＣＣ算定対象）を実施する場合に想定される管理期間（目標管理期

間）に要するコスト。 

※2：修繕費相当額の控除方法については、後述する＜参考：ＬＣＣの縮減効果の算

出例＞を参照のこと。事業主体の運用により独自の方法によって控除すること

も可能とするが、その場合は、その内容を明らかにする必要がある。 

※3：現時点以後、将来に発生するコスト（将来の修繕費、除却費）については、社会

的割引率（4％）を適用して現在価値化する。 

 

 

  

（建設費＋改善費＋修繕費＋除却費） 

計画期間（改善実施） 

＝

※1 
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＜参考：ＬＣＣの縮減効果の算出例＞ 

公営住宅等長寿命化計画の【様式１】計画修繕・改善事業の実施予定一覧の「Ｌ

ＣＣ縮減効果」欄を記載するため、長寿命化型改善事業を実施する場合の算出例

を以下に示す。 

■ 算出の考え方 

公営住宅等長寿命化計画に基づく長寿命化型改善事業を実施する場合、実施し

ない場合、それぞれの場合について評価期間中に要するコストを算出し、住棟単

位で年当たりのコスト比較を行う。 

算出結果例において、戸当たりコストを基に当該住棟の住戸数分を積算し、住

棟当たりのコストを算出する。 

現時点以後、将来に発生するコスト（将来の改善費、修繕費、除却費）につい

ては、社会的割引率 4％／年を適用して現在価値化する。 

現在価値化の算出式は次のとおりである。  

 

 

ａ：現時点以後の経過年数  

ｂ：将来の改善費、修繕費、除却費  

ｃ：現在価値化係数 ｃ＝１÷（１＋ｄ）＾ａ  

ｄ：社会的割引率（0.04（4％）） 

■ 算出の手順 

以下の手順に示された①から⑬までの項目は、算出結果例として下記に示す。 

＜計画前モデル＞ 

①  評価期間（改善非実施）Ａ 

・長寿命化型改善事業を実施しない場合に想定される管理期間 

②  修繕費Ａ 

・修繕費＝（当該住棟の建設費×修繕項目別の修繕費乗率）の累積額 

・上記の修繕費算出式を用いて、建設時点から上記①評価期間（改善非実施）

Ａ末までの各年の修繕費を累積した費用とする。 

・現時点以後の各年の修繕費については、現在価値化して算出する。 

③  建設費 

・推定再建築費（＝当該住棟の建設時点に投資した建設工事費×公営住宅法施

行規則第 23 条の率）。ただし、当該住棟の建設時点に投資した建設工事費を

把握できない場合は、建設当時の標準建設費で代用する。 

④  除却費Ａ 

・評価期間（改善非実施）末に実施する除却工事費  

・評価期間（改善非実施）末の時期に応じて、現在価値化して算出する。 

⑤  計画前ＬＣＣ 

・計画前ＬＣＣ（円／戸・年）＝（③建設費＋②修繕費Ａ＋④除却費Ａ） 

÷①評価期間（改善非実施）Ａ 

現時点以後の経過年数ａ年における 

「将来の改善費、修繕費、除却費」ｂの現在価値 ＝ｂ×ｃ 
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＜計画後モデル＞ 

⑥  評価期間（改善実施）Ｂ 

・公営住宅等長寿命化計画に基づく改善事業（ＬＣＣ算定対象）及び公営住宅

等長寿命化計画の計画期間以後に想定される改善事業（ＬＣＣ算定対象）を

実施する場合に想定される管理期間（目標管理期間） 

⑦  修繕費Ｂ 

・修繕費＝（当該住棟の建設費×修繕項目別の修繕費乗率）の累積額 

・上記の修繕費算出式を用いて、建設時点から上記⑥評価期間（改善実施）Ｂ

末までの各年の修繕費を累積した費用とする。  

・現時点以後の各年の修繕費については、現在価値化して算出する。 

⑧  長寿命化型改善工事費 

・公営住宅等長寿命化計画に基づく長寿命化型改善事業費及び公営住宅等長寿

命化計画の計画期間以後に想定される長寿命化型改善事業費の総額から修

繕費相当額を控除した額。当該改善を複数回行う場合はそれらの合計費用と

する。  

・修繕費相当額の控除については、想定している長寿命化型改善項目に相当す

る「計画修繕項目の修繕費乗率」を除いて修繕費を算定すること（当該計画

修繕項目の修繕費乗率を除いた修繕費乗率を推定再建築費に乗じて修繕費

を算定すること）で対応している。  

・長寿命化型改善は現時点以後に行われるので、全て現在価値化して算出する。 

⑨  建設費 

・推定再建築費（＝当該住棟の建設時点に投資した建設工事費×公営住宅法施

行規則第 23 条の率）。ただし、当該住棟の建設時点に投資した建設工事費を

把握できない場合は、建設当時の標準建設費で代用する。 

⑩  除却費Ｂ 

・評価期間（改善実施）末に実施する除却工事費  

・評価期間（改善実施）末の時期に応じて、現在価値化して算出する。 

⑪  計画後ＬＣＣ 

・計画後ＬＣＣ（円／戸・年）＝（⑨建設費＋⑧長寿命化型改善費 

＋⑦修繕費Ｂ＋⑩除却費Ｂ）÷①評価期間（改善実施）Ｂ  

 

＜ＬＣＣ改善効果＞ 

⑫  年平均縮減額 

・上記⑤、⑪より、年平均縮減額＝⑤計画前ＬＣＣ－⑪計画後ＬＣＣ 

⑬  住棟あたりの年平均縮減額 

・以上より算定した年平均縮減額は戸あたりの額であり、これに当該住棟の住

戸数分を積算して、住棟あたりの年平均縮減額を算出する。年平均縮減額が

プラスであれば、ＬＣＣ縮減効果があると判断できる。 
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8－3 ライフサイクルコスト算出条件の設定 

 

(1) ライフサイクルコスト改善効果の検証を行う対象住宅の設定 

 

今回、ＬＣＣの改善効果の検証を行う対象住宅は、計画期間（2014 年度～2023

年度）内に実施予定の「長寿命化型改善」を対象とし検証を行う。また、11 年以

降に再度、長寿命化型改善を予定する場合は、その工事費も考慮する。 

 

(2) 使用年数 

①  ＬＣＣ（計画前）の評価期間（改善非実施）Ａの設定 

・ＬＣＣ（計画前）の評価期間（改善非実施）Ａ＝長寿命化型改善事業を実施

しない場合に想定される管理期間 

 

＜ＬＣＣ（計画前）の評価期間（改善非実施）Ａ＞ 

長寿命化型を実施しない場合 ＝ 耐火 ５０年 

＝ 簡二 ３５年 

 

②  ＬＣＣ(計画後) の評価期間（改善実施）Ｂの設定 

・ＬＣＣ（計画後）の評価期間（改善実施）Ｂ＝公営住宅等長寿命化計画に基

づく改善事業（ＬＣＣ算定対象）及び公営住宅等長寿命化計画の計画期間以

後に想定される改善事業（ＬＣＣ算定対象）を実施する場合に想定される管

理期間（目標管理期間） 

 

＜ＬＣＣ（計画後）の評価期間（改善実施）Ｂ＞ 

長寿命化型を実施する場合 ＝ 耐火 ２０年延長 

＝ 簡二 １０年延長 

 

8－4 ライフサイクルコストと縮減効果 

 

計画期間内に長寿命化型個別改善事業を予定している住棟を対象に、縮減効果

の試算を行った。本試算では、計画前の使用年数を耐火構造で 50 年、簡易耐火

構造二階建では 35 年と、計画後の使用年数を耐火構造で 70 年（20 年延長）、簡

易耐火構造二階建では 45 年（10 年延長）とし、計画期間内に予定する長寿命化

型改善事業費を投入した。その結果、住棟当たりの年平均改善額はプラスになり、

ライフサイクルコストの改善効果のあることが検証された。 

長寿命化型事業を実施することで、従来の対症療法型の維持管理から、定期的

な点検でストック状況を把握し、適切な時期に予防保全的な修繕及び耐久性の向

上等を図る改善を実施することで、公営住宅が長寿命化し、コスト縮減につなが

ることとなる。 
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（単位：円/戸）

LCC試算表 計画前モデル 計画後モデル LCC改善効果

2014
（H26）

2015
（H27）

2016
（H28）

2017
（H29）

2018
（H30）

2019 2020 2021 2022 2023

折敷瀬団地 - 12 低耐 H10 770,000 50 6,087,397 11,866,400 410,000 361,604 70 4,970,550 7,790,000 11,866,400 410,000 316,281 45,323 543,880

山崎団地 A棟 8 低耐 H18 770,000 50 3,983,855 11,085,200 410,000 303,228 70 3,025,190 9,160,000 11,085,200 410,000 288,390 14,838 118,706

山崎団地 B棟 8 低耐 H18 770,000 50 3,983,855 11,085,200 410,000 303,228 70 3,025,190 9,160,000 11,085,200 410,000 288,390 14,838 118,706

山崎団地 G棟 8 低耐 H18 770,000 50 3,983,855 11,085,200 410,000 303,228 70 3,025,190 9,160,000 11,085,200 410,000 288,390 14,838 118,706

江良山団地 A棟 5 簡二 S54 750,000 35 4,078,771 8,410,000 410,000 368,086 45 5,633,137 750,000 8,410,000 410,000 332,805 35,281 176,405

江良山団地 B棟 5 簡二 S54 750,000 35 4,078,771 8,410,000 410,000 368,086 45 5,633,137 750,000 8,410,000 410,000 332,805 35,281 176,405

江良山団地 C棟 5 簡二 S54 750,000 35 4,078,771 8,410,000 410,000 368,086 45 5,633,137 750,000 8,410,000 410,000 332,805 35,281 176,405

江良山団地 D棟 5 簡二 S54 750,000 35 4,078,771 8,410,000 410,000 368,086 45 5,633,137 750,000 8,410,000 410,000 332,805 35,281 176,405

江良山団地 E棟 5 簡二 S55 750,000 35 3,996,223 8,293,100 410,000 361,954 45 5,470,031 750,000 8,293,100 410,000 326,355 35,599 177,997

江良山団地 F棟 5 簡二 S55 750,000 35 3,996,223 8,293,100 410,000 361,954 45 5,470,031 750,000 8,293,100 410,000 326,355 35,599 177,997

江良山団地 G棟 5 簡二 S55 750,000 35 3,996,223 8,293,100 410,000 361,954 45 5,470,031 750,000 8,293,100 410,000 326,355 35,599 177,997

江良山団地 H棟 5 簡二 S55 750,000 35 3,996,223 8,293,100 410,000 361,954 45 5,470,031 750,000 8,293,100 410,000 326,355 35,599 177,997

協和団地 A棟 5 簡二 S59 750,000 35 4,543,249 8,983,800 410,000 395,745 45 5,134,135 750,000 8,983,800 410,000 333,413 62,332 311,660

協和団地 B棟 5 簡二 S59 750,000 35 4,543,249 8,983,800 410,000 395,745 45 5,134,135 750,000 8,983,800 410,000 333,413 62,332 311,660

協和団地 C棟 5 簡二 S59 750,000 35 4,543,249 8,983,800 410,000 395,745 45 5,134,135 750,000 8,983,800 410,000 333,413 62,332 311,660

協和団地 D棟 5 簡二 S59 750,000 35 4,543,249 8,983,800 410,000 395,745 45 5,134,135 750,000 8,983,800 410,000 333,413 62,332 311,660

協和団地 E棟 5 簡二 S60 750,000 35 4,485,936 8,983,800 410,000 393,751 45 5,028,078 750,000 8,983,800 410,000 330,869 62,882 314,412

協和団地 F棟 5 簡二 S60 750,000 35 4,485,936 8,983,800 410,000 393,751 45 5,028,078 750,000 8,983,800 410,000 330,869 62,882 314,412

協和団地 G棟 5 簡二 S60 750,000 35 4,485,936 8,983,800 410,000 393,751 45 5,028,078 750,000 8,983,800 410,000 330,869 62,882 314,412

協和団地 H棟 5 簡二 S62 750,000 35 4,374,118 8,983,800 410,000 389,885 45 4,824,324 750,000 8,983,800 410,000 325,988 63,897 319,484

協和団地 I棟 5 簡二 S62 750,000 35 4,374,118 8,983,800 410,000 389,885 45 4,824,324 750,000 8,983,800 410,000 325,988 63,897 319,484

協和団地 J棟 5 簡二 S62 750,000 35 4,374,118 8,983,800 410,000 389,885 45 4,824,324 750,000 8,983,800 410,000 325,988 63,897 319,484

※　ＬＣＣ試算は長寿命化改善のみを対象とする。

⑨
建替工事

費

⑩
除却費

④
除却費

⑬
LCC

縮減効果

（円/棟・年）

①
使用
年数

②
累積修繕費

③
建替工事費

⑪
LCC

（計画後）

⑫
年平均
改善額

⑤
LCC

（計画前）

⑥
使用
年数

⑦
累積修繕費

⑧
長寿命化型

改善費

建設
年度

長寿命化型改善時期及び費用（戸当たり）

団地名
住棟
番号

戸数 構造
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